
YOKOGAWAの製品やソリューションによる貢献事例を紹介します。

CSR ハイライト

CSRの考え方

企業理念と企業行動規範に基づいた行動ガイドラインを定め、
CSRを推進しています。

ガバナンス・コンプライアンス

内部統制システムを整備しコンプライアンス経営を推進する
ことで、さらに健全で風通しの良い企業を目指しています。

YOKOGAWA CSRレポート

社長メッセージ
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環境保全への取り組み

プラントのライフサイクルを見据えた省エネルギー診断

タイの化学工場で最新技術による省エネルギー診断を実施

東京の里山を守るプロジェクト

里山の再生、生物多様性に寄与する、NPO との協働プロジェクト

人権・社員に関する取り組み

グローバルな人財育成と活用

キャリア開発、ワークライフ・バランス、社員支援プログラム、
障害者雇用の推進

労働安全衛生マネジメントの推進

リスクアセスメントや内部監査、安全教育をグループ全体に展開

お客様、取引先の皆様とともに

 お客様満足・品質

お客様満足向上への取り組み、品質マネジメント活動など
 

取引先に関する取り組み

社会・環境に配慮したサプライチェーンCSR の推進など

YOKOGAWA は地球環境保全を経営における重要な課題と位置づけ、環境経営の推進と、お客様への
環境ソリューションの提供に取り組んでいます。

YOKOGAWA は人権の国際基準を遵守するとともに、ダイバーシティの推進に取り組んでいます。

注目ソリューション
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社会貢献活動

YOKOGAWA 理科教室、NPO・NGO との協働、グローバル社会の
課題解決への取り組みなど

グループ各社のCSR活動

中国、韓国、台湾、フィリピン、日本などにおける、
YOKOGAWAグループ各社のCSR活動を紹介

社外からの評価

・ダウジョーンズ・サステナビリティ・インデックス

当社は2010年11月、「ダウ・ジョーンズ・サスティナビリティ・インデックス・アジア・パシフィック（DJSI 
Asia Pacific）」の構成銘柄に採用されました。本インデックスには、アジア太平洋地域市場の主要企業
600社から143社（うち日本企業73社）が選定されています。

・モーニングスター社会的責任投資株価指数
2009年9月、モーニングスター社の社会的責任投資(SRI)株価指数の構成銘柄として選定されました。
本指数には、評価対象の日本企業312社の中から、150社が選定されています。

・東洋経済CSR企業調査
2010年5月に東洋経済社が発表したCSR企業ランキングにおいて、総合63位（1,104社中）に選ばれま
した。
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CSRレポート2010について

2010 年度のYOKOGAWA グループのCSRレポートは、本ウェブサイトで開示します。また、主要
な項目については、アニュアルレポートにも掲載しています。

・対象期間
本CSRレポートでは、2009年度（2009年4月1日～2010年3月31日）の活動を中心に報告してい
ます。また、過去の主要な活動や、2010年度の最新情報も一部含みます。

・対象範囲
報告の対象は、横河電機株式会社および国内、海外の関係会社です。対象範囲の異なるデータ
については、各記載箇所に明記します。

・社名表記について
本ウェブサイトの文中で使用される「YOKOGAWA」あるいは「YOKOGAWAグループ」は、横河電
機株式会社および国内、海外の関係会社を指します。「横河電機」は、横河電機株式会社を指し
ます。

・参照ガイドライン
「環境報告ガイドライン（2007年版）」（環境省）
「環境会計ガイドライン（2005年版）」（環境省）
「サステナビリティ・レポーティングガイドライン2006」（Global Reporting Initiative）
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社長メッセージ
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YOKOGAWAの存在意義

　YOKOGAWAグループは『横河は計測と制御と情報をテーマに豊かな人間社会の実現に貢献する』
ことを企業理念に掲げています。これがYOKOGAWAの社会における存在意義です。YOKOGAWAは一
般の人からはあまり見えないところで活動していますが、世界の産業を支えているという自負を持って
お客様を通じて社会に対する責任を果たしています。
　2000年には2010年に向けたビジョンとして、「長期経営構想：Vision21」を発表しました。その中で

『YOKOGAWAグループは、産業、社会システム分野において、お客様とともに価値を創造し、21世紀の
地球環境保全や資源循環型社会をはじめとする、豊かな人間社会の実現に貢献する』と述べていま
す。そして、『個の尊重』『価値共創』『公正・透明性』などを共有する価値観としました。

社会の信頼の獲得

　企業にとっての基本は社会に信頼されることです。企業理念の後半では『YOKOGAWA人は良き市民
であり、勇気を持った開拓者であれ』と行動の規範を示しています。
　YOKOGAWAは1994年に企業行動規範を制定し、コンプライアンスの基本方針としています。また、
内部統制システムを整備し、ガバナンス体制を確立してきました。これらは社内で徹底して推進してき
た効果もあり、システムが確立してうまく行くようになってきましたが、今後も手綱を緩めずにやってい
きます。今後は、YOKOGAWAの活動を皆さんに知っていただくために、さらに情報を積極的に開示し、
より社会に信頼されるように努めたいと考えています。

　企業は存在自体が社会への貢献を目的のひとつとしており、

健全で持続的な成長をして企業価値を高めていくことが重要

な使命です。YOKOGAWAグループは、私たちをとりまく自然や

社会の恩恵を受けながら、社会の信頼と期待にこたえるために

活動しています。社会から受け入れられ、尊敬されなければ、企

業として持続していくことは不可能です。私は、地球市民として、

お客様とともに価値を創造し、持続可能な社会を目指したいと

考えています。YOKOGAWAの技術力を生かした、YOKOGAWA

にしかできない貢献とは何かを考え続け、社員が元気に、誇り

を持って働ける企業として、社会的責任を果たしていきます。

　YOKOGAWAグループは人権・労働・環境・腐敗防止に関する国

際規範である、「国連グローバルコンパクト」への支持を表明して

います。このグローバルコンパクトの原則を、YOKOGAWAグルー

プの一人ひとりに共通する価値観としていきたいと思います。

代表取締役社長 海堀 周造



イノベーションとお客様への責任

　YOKOGAWAは技術の会社です。各種の企業イメージ調査でも、YOKOGAWAは技術力の高い会社
の評価をいただいています。私は、社会がYOKOGAWAに期待することは、最先端の技術を活用した高
品質の製品・サービスによる社会への貢献だと考えています。
　2006年に発表した「Vision21の第2のマイルストーン」では『Leading Edge Technology：未来を切り
開く最新で最高の技術』『Customer Centric Solutions：お客様の立場にたっての課題解決』をキー
ワードに掲げました。お客様がYOKOGAWAに何を求めているのか、そのためにYOKOGAWAは何がで
きるのかをつねに考えながらお客様の期待に応えていきたいと思います。

人財の活用と力の結集

　「Vision21の第2のマイルストーン」のもう１つのキーワードは『One Global YOKOGAWA』です。これ
は『お客様にとってのYOKOGAWAが、いつどこから見てもグローバルに「ひとつ」であり、そのために、
私たち自身が「ひとつ」になる』ということです。人財の育成と活用は企業の重要な使命と考え、社員が
十分に能力を発揮できる環境を整備していきます。
　YOKOGAWAグループの売上高の海外比率は1/2を超えています。グループの社員は約1/2が海外関
連会社、1/4が国内関連会社です。ビジネスや社員の多様化に対応して、一人ひとりの力が結集される
真の連結オペレーションを実現していかなければなりません。

社会・地球環境問題への取り組み

　人類は社会や地球環境に関するさまざまな問題に直面しています。『われわれは一企業として何を
すべきで、何ができるだろうか?』と自分たち自身に問いかけ、考えていかなくてはなりません。貧困･紛
争･難民などの大きな社会的問題は、一企業が直接対応できる問題ではありません。一方で、地球環境
や、水･食料･医療･住環境などの生活環境にかかわる問題は、計測、制御やライフサイエンスなどの事
業活動を通じて貢献ができる領域だと考えています。
　YOKOGAWAはすでに省エネなどの領域で、「計測と制御と情報の技術」を活用して商品・サービス
の提供を開始しています。今後は持続可能な社会の実現という観点から水循環や再生可能エネル
ギーなどの得意分野で大きく社会に貢献していきたいと考えています。
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CSRの考え方
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　YOKOGAWAは、グループ全体に適用される企業理念と企業行動規範を定め、これらをCSRの基本原則と

しています。

また、「YOKOGAWAグループコンプライアンスガイドライン」の中で、人権、法令順守、労働安全衛生などに

関する具体的な行動のガイドラインを示しています。

CSRへの取組み

本業による社会貢献

企業は変化する社会に適応して持続・成長する必要があります。企業理念には、「YOKOGAWAは計測
と制御と情報をテーマに豊かな人間社会の実現に貢献する」とあり、世界の産業を支えているという自
負を持ってビジネスを通じて社会に対する責任を果たしています。
また、社会や地球環境が直面している課題に対しては、省エネルギーソリューション、新エネルギー開
発支援、環境負荷計測や分析、医療・医薬品開発支援などの領域で、「計測と制御と情報の技術」を活
かして社会に貢献しています。

ステークホルダーに対する責任

企業行動規範の「基本方針」には、企業理念の実現、お客様満足、法令やルールの順守、人権の尊重、
市民社会の秩序や安全の５つを定めており、また、「基本姿勢」として地球環境保全への貢献やステー
クホルダーとの関係のあり方を定めています。これらの規範に従い、社員、お客様、株主などのステーク
ホルダーからの期待に応える取り組みを進めています。
YOKOGAWAで働くすべての人は財産（人財）と捉え、労働環境を整備し、能力開発を図る機会を積極
的に提供しています。また、創業以来の精神である「品質第一」主義でお客様の期待に応えています。企
業理念にうたわれている「良き市民」を意識した地域との交流や社員ボランティアによる社会貢献活動
も活発に行っています。
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コーポレート・ガバナンス

健全で持続的な成長を実現するため、コーポレート・ガバナンスの充実に取り組んでいます。取締役会
における意思決定の透明性の向上や監査機能の充実を図るとともに、業務を適正かつ効率的に実施
するための内部統制システムを整備し、リスク管理、情報セキュリティの充実に取り組んでいます。また
、公正・誠実な企業活動を通じて社会から信頼される企業であり続けるために、コンプライアンスを何
よりも優先する企業風土の醸成に努めています。

2008年にCSRの推進部署を新設、2009年にはコンプライアンス、環境保全、労働安全衛生、社会貢献
を担当する部署を企業倫理・CSR部として集約し、内部統制を統括する経営監査本部内に設置したこと
で、より包括的なCSR活動をグループ全体に展開する体制を整えました。

当社は2009年1月、人権・環境・腐敗防止に関する10原則を推進する国際的なイニシアティブ、「国連グ
ローバル・コンパクト」に参加しました。2010年2月現在、世界で7,542団体が参加しており、当社は日本
企業として76番目の参加です。グローバル・コンパクトの理念や規範を当社グループで働くすべての人
々やサプライチェーンでつながる取引先と共有する取り組みを進めています。

CSR推進体制

国連グローバル・コンパクト



CSRハイライト
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計測・制御・情報の技術で社会に貢献

YOKOGAWAは、インダストリアル・オートメーションと計測器のソリューションを提供する企業グループです。

計測、制御、情報の技術で、製造業と社会インフラを中心としたお客様に最適なソリューションを提供する

ことで、1915年の創業以来、豊かな人間社会の実現に貢献して参りました。

近年のCSR（企業の社会的責任）に対する意識の高まりとともに、地球環境への配慮や、安全な操業に対す

るお客様の要求が今まで以上に高まっています。

そういった要求や期待に応えるため、世界中の様々な工場に導入されている当社の制御システムをプラッ

トフォームとして活用し、最新のエネルギー効率向上技術を組み込んでいくことで、世界中でトップレベル

の省エネルギー操業が可能になると考えています。

また、24時間365日休むことなく稼動するお客様の生産プロセスを支える当社の制御システムは、稼働率セ

ブンナイン(99.99999%＝4500年間に一度の故障率)以上の高い信頼性を実績として誇ります。工場の生産

状況をきめ細かく監視、予測し、変化を先取りすることで、信頼できる安定した操業を実現しています。

YOKOGAWAは、安全で安心、そして環境にやさしい社会のために、これからも貢献していきます。

エネルギーの高効率利用や環境保全のための広
域監視に、当社の制御システムや現場計器が活躍
しています。

高温、高圧、可燃物、危険物輸送など、工場の操業
には細心のリスクマネジメントが必要です。かけ
がえの無い人命を守るために、YOKOGAWAは妥
協のない高品質を追求しています。

先端の省エネルギー技術をアジアの工場に適用

日本の地域経済の活性化に貢献



地球環境を守るために

エネコ・エネルギー社は、オランダの3つの主
要なエネルギー会社のうちの1つで、電気、ガ
スと熱の供給などの各種サービスを提供して
います。
同社のロカ発電所では、ガスによる発電をお
こなっていますが、ガスを燃焼させることで生
じる熱とCO2を農業で利用するという環境に
優しい取組みをしています。熱とCO2は植物の
生育と光合成に必要なものです。これを近隣
農家の温室へパイプラインを通じて移送することにより、エネルギーの削減、CO2の削減に寄与してい
るのです。YOKOGAWAが提供したシステムでは、ネットワーク対応のSTARDOM調節計が各農家の温
室に取り付けられており、インターネット回線を通じてエネコ・エネルギー社が一括監視・制御していま
す。また、各農家は、エネコ・エネルギー社のホームページから、必要な指示を出したり、情報を得たり
できるようになっています。

発電時の廃熱とCO2を温室栽培に再利用

TOPIC 001

エネコ・エネルギー社様 【オランダ】
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1000箇所以上のデータ把握で貴重な水資源を有効活用

TOPIC 002

首都圏水道公社（MWA）様 【タイ】

首都圏水道公社（MWA）は、バンコク周辺に暮らす180万人に上水
を供給していますが、急速な都市化により水の需要が増えたため、
新たに1000以上のブロックに分かれる上水道網の敷設を進めてい
ます。ところがこれらの上水道網では、パイプの破損、機材の故障、
計器の精度不良などによる、水漏れ、水の損失が恒常的な問題と
なっており、水不足に拍車をかけていました。
YOKOGAWAが参加したプロジェクトでは、水漏れを30%削減するこ
とを目標に、上水網の圧力や流量を正確に把握して水漏れ箇所を
速やかに特定することが求められました。そこで、200台以上のネッ
トワーク対応のSTARDOM調節計と1000台以上の伝送器や流量計
を広範に設置し、電話回線を利用して集中監視するシステムが導入
されました。これによって1000箇所以上のブロックのデータを、リア
ルタイムに集中監視できるようになり、パイプの破損などの異常も
すぐに発見、破損場所の特定も容易になりました。このシステムによ
り、水の損失が大幅に削減され、水資源の有効活用に貢献していま
す。

温室のキャビネットに組み込まれたSTARDOM調節計

廃油リサイクルプロジェクトへの貢献

TOPIC 003

オルドウィッチ社様 【マレーシア】
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ザンビアの環境法令に対応したプラント建設をサポート

TOPIC 004

エクストラータ・テクノロジー社 ムフリラ銅精錬所 様 【オーストラリア】

ムフリラ銅精錬所は、年間400,000トン以上の銅鉱石を処理してい
ますが、施設の老朽化に伴い、電気炉の更新を行なうことになって
いました。
新しく導入する精錬炉では、現地ザンビアの環境法令を遵守する義
務があり、そのために排ガスから硫黄酸化物や粒子状物質などの環
境汚染物質を取り除く硫酸プラントが必要とされていました。
YOKOGAWAは、精錬炉、酸素供給、硫酸プラントなど、プラント全体
に渡る制御システムをオーストラリアで構築し、ザンビアに出荷しま
した。また、現地スタッフによる制御システム運用のために、長期間
にわたるトレーニングにも協力しました。
このような途上国における環境対応や現地のサポートは、今後、益
々重要になっていくと考えられます。

新たな化石燃料から精製するよりも、はるかに環境負荷が少なく、
費用面でも効率が良いといわれている廃油のリサイクル。オルドウ
ィッチ社は、このサービスをマレーシアのトレンガヌ州ケママンの石
油化学プラントで行っています。タンクローリーなどでいろいろなと
ころから集められてきた廃油は、最適な割合で混合・格納された後、
さまざまな精製工程を経て、ディーゼル油、ナフサ、燃料油などの高
品質で付加価値のある石油製品に生まれ変わります。
当社のCENTUM CS 3000 R3制御システムと現場計器が導入され、
オイルタンクへの注入プロセスから、非常時のシャットダウンシステ
ム、精製、出荷までのシステム全体を制御しています。
信頼性の高い製品とエンジニアリング、お客様との協力体制により、
安定した廃油のリサイクルが実現しています。

12



TOPIC 005

電源開発（株）橘湾火力発電所 様 【日本】

電源開発（株）橘湾火力発電所は、徳島県阿南市に位置し、2000年に運
転を開始した出力105万kWの石炭焚き発電設備2基を有する日本最大
級の石炭火力発電所です。西日本地域の広域電源として、関西電力、中
国電力、四国電力、九州電力に電力を安定供給しています。周囲の自然
に調和するよう発電所のデザインを考慮し、また、環境保全対策として、
排煙脱硫装置をはじめとする最新鋭の環境設備を導入し、NOx（窒素酸
化物）、SOx（硫黄酸化物）、及びばい塵の除去を行っています。排出され
る石炭灰の一部はセメント材料などへの再利用もすすめています。
これらの環境設備である排煙脱硫装置、電気集塵装置、貯運炭設備、灰
処理設備、排水処理設備等の統合監視・制御するために当社の
CENTUM CS3000が使われています。取り扱うデータ点数が約30,000

点に及ぶ大規模かつ広域な設備を効率的に一元監視するために、100

インチの大型スクリーン2台によるマウスオペレーションを採用し、監視
モニタや音声によるガイドシステムを備えるなど、操作性の高いインタ
フェースを実現しています。YOKOGAWAの制御技術が、環境負荷の低
減に貢献しながら、安定した電力供給を支えています。

日本最大規模の石炭火力発電所の環境対策設備制御を担う

13

写真提供：J-POWER[電源開発(株)] 



安心・安全な操業のために
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セプサ社は、スペインで2番目に大きい石油会社
で、アルヘシラス・リファイナリーは、セプサ社最
大の精製プラントです。プロパン、ブタン、ガソリ
ン、ジェット燃料、軽油、といったあらゆる燃料製
品やベンジン、トルエン、キシレンなど高品質な
石油化学製品を製造しています。入出荷や搬送
などの設備（オフサイト）では、原料を輸送したり
、混合するためのパイプライン装置を複雑に制
御する必要があります。また、配管ネットワークの
総延長が220kmに及び、常時100件以上のジョブ

（入出荷、搬送の単位）が同時に実行されるため、発生する様々な問題を解決できる、統合された信頼性の
高いシステムが必要とされていました。
YOKOGAWAの豊富なオフサイトでの実績を生かして、CENTUM CS 3000を中心とするOMS(Oil Movement 
and Storage system) を導入したことで、

・ オフサイトエリアにおける運転時のセキュリティ監視
・ 製品への不純物混入の元になる運転エラーの低減
・ タンクのオーバフローや、その他の要因による環境面での問題の防止
・ 運転の自働化によるオペレータの負荷低減

などの効果がありました。
オペレータ全員がエリア全体を把握することができ、ボタン１つでジョブを実行できる機能により、操作の容
易性が増し、安全性が大幅に向上しました。YOKOGAWAの制御技術により、高効率とオペレータの安全向
上が同時に実現されたといえます。

オペレーターの負担軽減で環境事故を防止

TOPIC 001

セプサ社 様 【スペイン】
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信頼性の高い制御機能で化学プラントの安全性を確保

TOPIC 002

雲南云南煤化社 様 【中国】

雲南云南煤化社は、石炭のガス化分離プロセスを通じて、年間50万トン
のアンモニアを製造しています。一般的に行われている天然ガスや原
油から製造するものとは異なり、煤煙の排出を伴わない燃焼を実現し
ています。
石炭のガス化プロセス制御の手順は非常に複雑で、火力、投入量、石炭
と酸素、水蒸気と酸素の比率の調節が難しいとされています。しかしな
がら、CENTUM CS 3000のモジュール制御機能、シーケンス制御機能で
は、これらの項目が簡単に設定できます。また、ガス化プロセスは、最高
1500度の温度と40バールの圧力が発生するため、高い安全性も求めら
れています。ひとたび事故がおきると周辺地域への影響は甚大で、環境
被害も計り知れないというリスクに対し、CENTUM CS 3000の信頼性と
容易な操作性がプラントの安全に大きく寄与しています。

詳細な情報はこちら
⇒Success Stories - CEPSA, Spain （英文）

電力の安定供給で空港の安全と省エネルギーを実現

TOPIC 003

グレータートロント空港公団（GTAA） 様 【カナダ】

カナダのトロントピアソン国際空港は、カナダ東部の百万都市と米国
の 8 つの州の近くに位置しています。同空港は 2003 年当時、周辺地
域と電力網を共有しており、電力不足から度々の停電が起きるという
深刻な問題に悩まされていました。これは空港という公共施設として
の機能と、航空交通の安全保持機能が危機にさらされていることを意
味していました。365日 24 時間途切れることなく安定的で信頼できる
独立した電源が必要なことは明らでした。
信頼性とコストパフォーマンスを考慮した結果、GE 社のガスタービン
コジェネ電力プラントが採用され、YOKOGAWA がその監視制御シス
テムを担当しました。
新しい設備により、国際空港という重要な社会インフラに電力が安定
供給されるようになり、空港の安全性が高まりました。また、発電時
に得られる熱の効率利用、余剰の電力の地域電力網への供給など、
省エネルギー・環境負荷の低減に大きな役割を果たしています。
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LNG船の安全で確実な運航をサポート

TOPIC 004

MISC 社 様 【マレーシア】

MISC 社はマレーシア最大の総合海運会社で、LNG（液化天然ガス）
専用運搬船を有しています。これまでの運航および積荷監視制御シス
テムは、旧式のパネル計器とプログラマブル・ロジック・コントロー
ラ (PLC) を使用しており、船の延命のためにシステムを一新する必要
がありました。またボイラー制御も旧式で効率が悪いものでした。船
は陸から離れると孤立状態で、何かあった場合、陸よりも危険度が増
します。また、波や風による振動、ボイラーに頼る電源の変動など特
有な設置環境下での十分な性能が求められています。当社の
CENTUM CS 3000 を導入したことで、情報の視認性が高まり、変化を
予測してすばやく対応できるようになりました。また、システム自身の
信頼性が高いので、船舶の安全性向上と、定時運行、ボイラーの燃
費向上に寄与することができました。

詳細な情報はこちら
⇒Success Stories - Greater Toronto Airports Authority (GTAA), 

　Canada （英文）



プラントのライフサイクルを見据えた省エネルギー診断（タイ）
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YOKOGAWAは、2009年度に経済産業省とグリーンIT推進協議会が実施した「ITによる省エネ診断事業」に

参画し、タイの２つのお客様のプラントにおいて省エネルギー診断を行いました。

タイの２つの工場における省エネルギー診断

2009年10月から2010年1月にかけて、YOKOGAWAは当社の制御システムを使用しているタイの２つ
のお客様の工場において省エネルギー診断を実施しました。これは、経済産業省とグリーンIT推進協
議会が実施した「ITによる省エネ診断事業」の一環として実施したものです。
診断には、当社の設備診断システム「InsightSuteAE」をツールとして使用し、プロセスデータ収集と解
析、多変量解析技術による高精度な省エネルギー効果シミュレーションを実施しました。省エネルギー
の効果が事前に予測でき、また、既存の設備を改造することなく省エネルギーを実現することができます。

Rayong Olefins Co.,Ltd様

Rayong Olefins Co., Ltd.(ROC社)は、タイのラヨーンで年間120万トンのオレフィン製品を生産してい
る、タイ第２位の石油化学会社です。
今回の診断から、熱交換器（１台）、およびエチレン分解炉（１3台）につき、１年あたり次の省エネルギ
ーが実現可能であることが判明しました。

・ 電力量80.7 万kWh (450トン- CO2) 
・ 水蒸気1,700トン (270トン- CO2) 
・ 燃料300トン (800トン- CO2) 

ROC社プラント



今回は、エネルギー消費の大きい設備の代表である、熱交換器とエチレン分解炉を対象に、省エネル
ギー診断を実施しました。

熱交換器では、運転の経過に伴いシェル（外殻）と内部のチューブ内の詰まり（付着堆積物）の増加によ
り、熱伝達効率が低下してエネルギー消費量が増加する傾向があります。そのため、定期保全でシェル
やチューブの内面をクリーニングする必要があります。ROC社では、数百台の熱交換器が稼動していま
すが、これらの熱性能を計測するツールが無いため、定期保全でのクリーニング対象は経験に基づい
て抽出されています。診断においては「InsightSuiteAE」を設置し、現在に至る熱交換器の詰まり度を計
測し、更にその将来の詰まり度を予測計算したことで、最適な保全時期をお客様に提案することができ
ました。

また、エチレン分解炉では、内部に設置された複数のコイルチューブ内を、ナフサなどのエチレンの原
料が通過する間に熱分解されますが、運転の経過に伴うコイルチューブ内面のコークス付着により熱
伝達効率が低下し、燃料消費量が増加するため、定期的なコークスのデコーキング（燃焼除去）が必要
となっています。現状では、コイルチューブ内部コークス付着度合いを計測する方法が無いため、付着
度合いに関係なく全てのコイルチューブに同量の蒸気を供給し、デコーキングを行なっています。その
ため、コークスの付着が少ないコイルチューブでは、必要以上に蒸気を使用し，付着の多いコイル
チューブでは蒸気量の不足でコークスが残存していると推測されます。診断においては、

「InsightSuiteAE」を設置し、220,000点の運転データによる多変量統計解析を実施、コイルチューブご
とのコークスの付着度合いを計測し、付着の度合いに応じた最適蒸気供給が可能となりました。この
蒸気供給制御には、当社の運転効率向上支援パッケージ「Exapilot」の蒸気供給最適化アルゴリズム
の使用を提案しました。 
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診断作業の様子2診断作業の様子1
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Thai Acrylic Fibre Co., Ltd.様

Thai Acrylic Fibre Co., Ltd(TAF社)は、インドのアディティア・ビルラグループ（Aditya Birla Group）の1
企業で、タイのサラブリのプラントにおいて世界でトップ3の品質のアクリルファイバーを年間100,000
トン生産しています。今回の診断から、現在の稼動状況（2ライン）において、１年あたり次の省エネル
ギーが実現可能であることが判明しました。

・ 水蒸気3100トン (490トン- CO2) 
・ 電力量6400 kWh (4トン- CO2)　（制御弁が安定稼動することによる副次的な効果）

今回の診断は、プラント内で最も多くの蒸気を使用するドライヤーと、プラントの主要な制御弁を対象
としました。「InsightSuiteAE」の制御ループ診断装置と制御弁診断装置を設置し、温度制御の状態を
計測した結果、ドライヤーの温度制御が不安定で必要以上の蒸気を消費していること、また、制御弁が
不安定で、必要以上の計装空気を消費していることが判明しました。

YOKOGAWAの取り組み

今回の取組みは、当社が2010年2月に発表した新しいソリューションサービス、「VisilantPlant Service
ｓ™（ビジラントプラントサービス）」に基づいて実行したものです。VisilantPlant Services™では、お客
様と一緒に課題を発見し、解決し、工場のライフサイクルに亘って効果を維持していきます。

今回は、当社の制御システムを使用しているタイのお客様に協力をいただきながら、「InsightSuiteAE
」や「Exapilot」をアドオンする省エネルギー診断を実施し、大きな省エネルギー効果の可能性を発見
できました。これらの知見を元に、今後は実際に省エネルギーを実現する制御性の改善施策などお客
様と検討していきます。また、プラントのライフサイクルに亘り、継続して省エネルギーを実現していく
ためには、ソリューションの提供に加えて現地のユーザーに対する教育支援や長期にわたるサポート
が必要不可欠です。

YOKOGAWAは、世界中に制御システムを供給しているメーカーとしての責任を認識し、製品やソリュ
ーションの提供のみならず、長期的な視野でお客様の工場を支援し、世界の省エネルギー推進に貢献
しています。

⇒VigilantPlant Services™（ビジラントプラントサービス） 



技術教育の場として「計測セミナー」を開催
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「計測セミナー」は、地域社会からの技術教育協力依頼に応える形で2008年に始まり、2009年は全国12箇

所で13回開催しました。

実機を使った実習やデモがあるため、通常20～30人を対象に実施します。当初は学校教育の延長のような

基礎学習でしたが、最近では地域の産業にあった内容となるよう、主催者と事前に打合せ内容を決定して

います。

このセミナーは受講者にとって、即実務に役立つ教育の場になっています。YOKOGAWAは、この活動が地

方経済の活性化や雇用の拡大へ繋がるよう開催を継続していきます。

岩手県工業技術センターで「電力測定・低周波EMC
計測セミナー」をエヌエフ回路設計ブロック様と共同



環境報告
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地球環境保全への取り組み
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YOKOGAWAは企業理念として「YOKOGAWAは計測と制御と情報をテーマに　より豊かな人間社会の実

現に貢献する　YOKOGAWA人は　良き市民であり　勇気をもった開拓者であれ」と掲げています。持続

可能な社会の構築のため、人類の共通の課題である地球環境保全に、「計測・制御・情報」の技術によって、

貢献していきます。

YOKOGAWAは、従来から、地球環境保全を経営における重要な課題と位置づけ、環境経営を推進してきま

した。開発・生産などすべての事業領域において環境負荷の低減に取り組み、自社の環境経営を推進して

います。その技術・経験をもとに、「省エネ・環境保全ビジネス」を展開することにより、お客様の環境経営の

推進にこれからも貢献していきます。

2009年12月には、CGO（Chief Green Officer：チーフ・グリーン・オフィサー）をYOKOGAWAの環境推進責

任者として設置し、「グループ内の省エネ・環境保全活動」と「省エネ・環境保全ビジネス」の展開をさらに強

化していきます。



環境方針
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YOKOGAWAグループ環境マネジメント基本規定に則り、YOKOGAWAグループの各サイトはその事業活動

の遂行にあたり、以下の項目の環境保全活動を推進する。

1.　環境マネジメントシステムの確立、維持、向上

　　地球環境保全活動の推進と継続的な改善を図るため、環境マネジメントシステムを確立する。

　　そのため企業活動が環境に与える影響を的確に捉え、技術的、経済的に可能な範囲で、

　　環境目的・目標を定めて取組むとともに、環境監査を実施し、システムの維持向上を図る。 

2.　環境教育の実践

　　環境方針の理解と意識高揚を図り、業務遂行・地域活動のあらゆる面で環境に配慮して自律的に

　　行動するため、地球環境保全の教育を行う。 

3.　法規制等の順守

　　環境関連の法律、規制、協定及び業界の指針等を順守し、地球環境保全に取組む。 

4.　資源循環型経営の推進

　　企業活動の全てにおいて省資源・省エネルギー及び地球温暖化防止に取組み、さらに廃棄物削減と

　　リユース・リサイクルの推進に努め、ゼロエミッションを目指す。 

5.　環境汚染物質の削減

　　有害物質、オゾン層破壊物質など、環境に負荷を与える物質は、可能な限り代替技術への転換を

　　図って削減し、環境汚染リスクを回避する。 

6.　環境調和型製品の創出

　　資材調達から製造、流通、使用、廃棄までの環境影響を考慮した製品を開発、生産し、環境負荷の

　　少ない製品を創出し社会に提供する。 

7.　環境ソリューションの提供

　　計測、制御、情報の技術を通して地球環境保全に貢献する、より付加価値の高い製品、サービスを

　　社会に提供する。 

8.　社会への環境貢献

　　地球環境保全活動への参加と社員の自主的な活動を支援し、良き企業市民として社会との共生に

　　努める。 

9.　環境情報開示

　　環境方針および地球環境保全活動の情報を開示し、広く社会とのコミュニケーションを図る。 

横河電機株式会社 環境担当役員

作野 周平



環境経営
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YOKOGAWAは、地球環境保全の取り組みを経営の最重要課題のひとつと位置つけ、環境マネジメントシ

ステムを確立し、環境パフォーマンスの継続的改善を図ることを基本方針としています。

環境経営の柱は2つあります。ひとつは「お客様の事業活動における環境負荷の低減」です。環境調型製品

を開発・提供するとともに、お客様の事業活動における環境負荷を分析・改善する環境ソリューション提案

を展開しています。

もうひとつは「自らの事業活動における環境負荷の低減」です。開発・生産・販売・調達・物流などすべての事

業領域において、生産ラインの改善をはじめ、省資源・省エネルギー、などの環境負荷低減に積極的に取り

組んでいます。これらの活動を通してYOKOGAWAは、お客様とともに持続可能な社会の構築に貢献してい

きます。

YOKOGAWAの環境経営

YOKOGAWAは、全事業領域において
・ 環境活動を積極的に展開すること 
・ 環境活動をベースにお客様へ環境ソリューションや環境調和型製品を提供すること 
により地球の環境負荷低減を目指していきます。
そしてこれらの活動を通してYOKOGAWAは、お客様とともに持続可能な社会の構築に貢献していきます。

全事業領域：経営トップ、企画、研究、開発、設計、販売、調達、生産、物流、サービス、回収・リサイクル
環境活動：省資源・省エネルギー、環境汚染の予防、廃棄物削減とリユース・リサイクルの推進等



推進体制

25

YOKOGAWAの環境経営推進体制は、2009年12月にYOKOGAWAにおける環境対応責任者としてCGO

（Chief Green Officer：チーフ・グリーン・オフィサー）を設置し、グループの環境経営の推進と、お客様にお

ける環境経営の推進である省エネ・環境保全ビジネスを展開しています。

環境経営推進体制



ISO14001取得状況

26

YOKOGAWAグループのISO14001認証取得サイト（※KES含む）は下記のとおりです。

ISO14001の認証取得状況

横河電機（株）本社・工場

横河マニュファクチャリング（株） 
（小峰サイト、甲府サイト、青梅サイト、上野原サイト、本社サイト　統合認証）

横河メータ＆インスツルメンツ(株)

国際チャート（株）

横河フィールドエンジニアリングサービス（株）

横河電子機器（株）

横河ディジタルコンピュータ（株）※

蘇州横河電表有限公司

上海横河電機有限公司

重慶横河川儀有限公司

横河電機（蘇州）有限公司

Yokogawa Electric Asia Pte.Ltd.

Yokogawa Engineering Asia Pte.Ltd.

P.T.Yokogawa Manufacturing Batam

韓国横河エレクトロニクス・マニファクチャリング（株）

横河インスツルメンツコリア（株）

Yokogawa Corporation of America

Yokogawa Philippines, Inc.

1997年 7月

1997年 7月

1997年 7月

1999年 1月

2000年 2月

2000年 11月

2007年 9月

1998年 5月

2000年 3月

2000年 12月

2004年 5月

1998年 10月

2001年 8月

2000年 4月

2004年 12月

2007年 3月

2005年 6月

2007年 6月

中国（蘇州）

中国（上海）

中国（重慶）

中国（蘇州）

シンガポール

シンガポール

インドネシア

韓国

韓国

アメリカ

フィリピン

サイト 登録日

※ KES（KES・環境マネジメントシステム・スタンダード）

2010年3月末現在



これまでの歩み
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YOKOGAWAグループでは、環境マネジメントシステムを導入して1997年甲府事業所でISO14001の認証を

取得する以前から、地球環境保全のためのさまざまな取り組みを行ってまいりました。ここでは1971年以来

のYOKOGAWAグループの環境活動を時系列で紹介します。

YOKOGAWAの環境活動を時系列で掲載しています。

公害防止組織設置

都条例に適合する廃液除害施設の設置

環境アセスメントへの取り組み開始

フロン委員会発足

地球環境保全推進室の新設

「地球を守ろう」キャンペーン始まる

地球環境委員会発足、環境担当役員決定

環境ボランタリープラン制定

環境ボランタリープラン1993年度活動成果報告

洗浄用特定フロン・トリクロロエタン全廃完了

「環境調和型企業を目指す」取締役会決定の第一歩として「ISO14001認証取得」を決定

環境ボランタリープランをISO14001のプランに吸収

横河電機地球環境委員会再編成

環境マネジメント基本規程(環境社規)制定

本社工場、甲府事業所(現横河マニュファクチャリング甲府工場)、小峰工場

(現横河マニュファクチャリング小峰工場)の地球環境委員会発足

本社工場に太陽光発電装置設置/武蔵野市と防災協定を締結

環境PR社内報「グリーンタイムズ」発刊

甲府事業所(現横河マニュファクチャリング甲府工場)ISO14001認証取得

本社工場、小峰工場(現横河マニュファクチャリング小峰工場)ISO14001認証取得

本社工場にコジェネ発電システム(585MW 2基)導入

YOKOGAWA環境カタログ発刊

1971年

1974年

1987年

1989年

1991年

1993年

1994年

1995年

1996年

1997年

1998年

7月

5月

10月

4月

8月

2月

7月

8月

12月

6月

10月

3月

5月

4月

7月

2月

5月

6月
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「環境報告書1999」発刊、環境会計を導入・開示

環境ラベル(タイプII)導入

本社工場で埋立廃棄物ゼロ達成

不特定顧客への納品に対応した国内初の「通いコンテナ」を採用

「環境報告書2000」発刊、第三者検証を導入

日中3E(エネルギー、環境、経済)研究院プロジェクトの環境会計モデルに蘇州横河電表有

限公司が参画

YOKOGAWAグループ環境マネジメント基本規程を制定

「環境報告書2001」発刊

3サイト統合認証

甲府事業所(現横河マニュファクチャリング甲府工場)で埋立廃棄物ゼロ達成

横河エレクストロニクス・マニュファクチャリング（現横河マニュファクチャリング）

あきる野事業所（現横河マニュファクチャリング小峰工場）で埋立廃棄物ゼロ達成

甲府事業所(現横河マニュファクチャリング甲府工場)にライトスルー型太陽光発電装置設置

「環境報告書2002」発刊

4サイト統合認証

送水ポンプ省エネ制御システム「エコノパイロット」が省エネ大賞「資源エネルギー庁官

賞」受賞

甲府事業所(現横河マニュファクチャリング甲府工場)経済産業省主催のエネルギー管理優

良工場表彰において、「関東経済産業局長賞」を受賞

「環境報告書2003」発刊

中国・蘇州に環境に配慮した生産拠点として新会社・横河電機（蘇州）有限公司の工場が

竣工

横河エレクストロニクス・マニュファクチャリング（現横河マニュファクチャリング）小

峰工場、甲府工場に環境に配慮した新工場が竣工

「環境経営報告書2004」発刊

ISO14001 統合4サイトから横河電機本社・工場分離

横河エレクストロニクス・マニュファクチャリング（現横河マニュファクチャリング）甲

府工場内に省エネルギー見学コース開設

国民運動「チーム・マイナス6%」に参加

「環境経営報告書2005」発刊

横河マニュファクチャリング甲府工場、駒ヶ根工場でゼロエミッション達成

「社会・環境報告書2006」発刊

金沢事業所が、建築デザイン分野の「ニューオフィス推進賞／環境省」、「グッドデザイ

ン賞」を受賞

横河電機本社ビルに「グリーン電力（30万kWh）」を導入

1999年

2000年

2001年

2002年

2003年

2004年

2005年

2006年

9月

11月

7月

8月

9月

11月

3月

7月

9月

11月

2月

7月

8月

2月

7月

10月

3月

6月

8月

3月

4月

6月

3月

9月

10月

10月
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「CSRレポート2007」発刊

お客様の環境経営の推進を支援するために、省エネルギー・環境保全ソリューション本部

を設立

「CSRレポート2008」発刊

YOKOGAWAグループにおいてHCFC全廃完了

ウェブサイトへ、環境報告書2009を掲載

甲府事業所の省エネ活動が「グリーンITアワード2009経済産業大臣賞」を受賞

ESCO 事業が平成21年度省エネ大賞を受賞

2007年

2008年

2009年

2010年

6月

9月

6月

5月

6月

10月

2月



お客様における環境経営の推進

お客様における環境経営の推進の取り組みを紹介しています。

環境調和型製品の創出

製品の省エネルギー化、長期使用性、小
型化など環境に配慮した製品を開発し
ています。

環境ソリューションの提供事例につい
て紹介しています。

環境ソリューションの提供

30



環境調和型製品の創出

YOKOGAWAでは環境に配慮した製品作りを推進するため、長期使用性や省エネルギーなどの項目につい

て設計基準やアセスメント基準を定めて製品開発に取り組んでいます。

31

製品事例「GS200」

YOKOGAWA は、環境に配慮した製品作りを推進する
ために長期使用性や省エネルギーなどの項目につい
て設計基準やアセスメント基準を定めています。
製品開発にあたり、ライフサイクルアセスメント（LCA）
基準を用いてエネルギー使用量、二酸化炭素（CO2）排
出量、窒素酸化物（NOx）排出量、硫黄酸化物（SOx）排
出量の各項目について評価しています。
2009年度発売した直流電圧／電流源「GS200（ジーエ
ス200）」のライフサイクルアセスメント(LCA) 基準に基
づく計算の結果は、比較製品に比べ、CO2排出量で
47.8％、NOx排出量48.7％、SOx排出量で、46.3％の削
減を達成しています。

GS200

ライフサイクルアセスメント（LCA）基準比較グラフ



環境適合設計のためのルール

（1）製品設計における環境アセスメント基準

　　再資源化・処理の容易性、省資源化、省エネルギー、長期使用性、回収・運搬の容易性、安全性・環境保

　　全性、情報の開示、梱包の8つの分野においてアセスメント基準を定め、初期設計・中間設計・最終設

　　計の各審査時に評価します。

（2）ライフサイクルアセスメント（LCA）基準

　　ライフサイクルアセスメント基準とは、製品のライフサイクルにおける使用エネルギー、CO2排出量、

　　NOX排出量、SOX排出量などを事前評価するための基準で、初期設計・中間設計・最終設計の各審査

　　時に評価します。

（3）環境調和型製品設計ガイドライン

　　製品の長寿命設計、省エネルギー設計、省資源設計、材料・部品の選択指針、リサイクル・廃棄を考慮し

　　た設計、加工法・組立法を定めています。

（4）製品に含まれる有害物質基準

　　設計段階で環境に配慮した部品、材料を選択するための基準です。グリーン調達共通化ガイドライン

　　の15物質群の使用禁止物質、14物質群の自主管理物質、さらにYOKOGAWA選定の15物質群の自主

　　管理物質、全44物質群の全廃・削減を定めています。

（5）リサイクル製品設計基準

　　廃棄物発生抑制(リデュース)とともに、使用済み製品の再使用(リユース)、再生使用(リサイクル)など3R

　　を促進する基準です。

（6）環境にやさしい材料選定基準

　　ハロゲン系難燃剤の使用を避けることを明記した基準です。六価クロムを含む鋼板については、材料

　　の標準化規格の「構造用鋼」で使用を避けることを明記し、代替品のクロムフリー鋼板を指定していま

　　す。

（7）省エネルギー設計ガイドライン

　　製品使用、製造段階で省エネルギー化を図ることを明記したガイドラインです。製品の省エネルギー

　　設計技術や、製造時の省エネルギー設計技術などが紹介されています。

32
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製品設計における環境アセスメント基準

(1)時期

(2)評価項目

(3)評価基準

(4)合否判定基準

初期設計審査／中間設計審査／最終設計審査

再資源化・処理の容易性、省資源化、省エネルギー、長期使用性、回収・運搬の容易性、

安全性および環境保全性、情報開示、梱包の８分野、29項目

法規制をクリアしていなければ0点

法規制をクリアしており、なおかつ30％以上の改善は4点、15％以上の改善は3点、5％以

上の改善は2点、5％未満の改善は1点とする

合格は評価項目に0点がなく、総合評価点が従来機種を上回っていること

不合格は評価項目に0点があること、または総合評価点が従来機種と同等以下。改善のガ

イドラインは25％以上の改善を目標としており、あくまでも設計に環境負荷低減の視点を

盛り込むことを狙いとしている

環境適合設計基準と環境アセスメント基準



環境ラベル

以下に示す条件をすべて満たした製品に、環境ラベルを適用します。

1.「製品設計における環境アセスメント基準」を満たしていること
2.当社従来製品もしくは他社類似製品よりも優れた環境配慮がなされていること
　あるいはお客様の地球環境保全活動に役立つ製品であること

環境ラベル

製品名をクリックしますと、その製品の詳細情報がご覧になれます。

環境ラベル適用製品

34

1999年、YOKOGAWAはISO14021で規定されている自己宣言による環境ラ

ベル(タイプII)を計測器業界で初めて導入しました。このラベルはほかの製

品と同様、各種の基準をクリアした優れた環境性能を持ち、お客様の地球環

境保全活動に寄与する計測製品に付与されます。

PCベース リアルタイム
データアクイジション システム
MX100

Webサーバ搭載
広域分散型・遠隔計測システム
MW100

制御・計測ステーション
CX1000/CX2000

記録のペーパーレス化により
省資源を実現

記録のペーパーレス化により
省資源を実現

記録のペーパーレス化により
省資源を実現
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DXAdvanced
DX1000/DX2000

ポータブルペーパレスレコーダ 
MV1000/MV2000

パワーアナライザ
WT500

記録のペーパーレス化により
省資源を実現

記録のペーパーレス化により
省資源を実現

機器の省エネ設計を支援する
電力測定器です

ビークルシリアルバスアナライザ
SB5000

ディジタルオシロスコープ
DL9000シリーズ

スコープコーダ
DL750

当社DL7480に比べ質量を約26
％、体積を約28％低減

当社DL7400シリーズに比べ
質量約42%, 体積約55%低減

DL716と比べて体積1/2を実現

パワーアナライザ
PZ4000

ディジタルパワーメータ
WT210/WT230

省エネ設計のツールとして
お役に立つ製品です

省エネ設計のツールとして
お役に立つ製品です



製品設計における環境アセスメント基準 (概要)
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 製品の設計審査に当たっては、下記の評価項目をそれぞれ５段階に点数化し、一定以上の点数を獲
得したものを総合評価して決定します。

再資源化・処理の容易性
組立や分解に要する時間、再生材料や複合材料の利用度、樹脂部品の材料表示、NiCd
電池の使用及び表示の有無など

省資源化
質量、外形寸法及び容積や使用部品点数削減の検討など、流通段階での必要エネルギーも含めた
評価

省エネルギー
製品使用時の消費電力低減のための設計検討

長期使用性
モジュール構造等グレードアップ機能の有無、修理及び保守が容易な構造かどうか

回収・運搬の容易性
容易に運搬できる構造になっているかどうか

安全性及び環境保全性
有毒性、爆発性、分離分解時の危険性、引火による作業の安全性、電池・LCDの取り外しの可否など

情報の開示
廃棄時の処理情報の明示など

梱包
梱包材の総質量、発泡スチロールの使用量、緩衝材と段ボールの接着の有無など

1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.



環境ソリューション
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省エネ・環境保全は、石油、石油化学、鉄鋼、紙パルプ、電力、ガスなど、あらゆる業種に共通する課題です。
各企業は、規制への対応、操業効率の向上の両面から省エネに取り組んでおり、さまざまなプラントの省エ
ネに貢献してきた当社への期待はますます大きくなっています。YOKOGAWAは、省エネ先進国である日本
のお客様へのソリューション提供を通じて蓄積したノウハウと、計測・制御・情報の技術を合わせ、グローバ
ル市場のお客様に新たな省エネ・環境保全ソリューションを提供し、低炭素社会の実現に寄与していきます。

甲府事業所の省エネ活動がグリーンITアワード経済産業大臣賞を受賞

当社の主力工場の一つ、甲府事業所で取り組んできた「生産
ラインにおけるエネルギー無駄ゼロへ導くIT活用」が、グリ
ーンIT推進協議会が主催する「グリーンITアワード2009」で
経済産業大臣賞を受賞しました。

甲府事業所では、当社のエネルギー管理システムである「
InfoEnergy」や「Enerize」などを導入し、生産情報とエネル
ギー情報を連携させて、製品の工程別、ロット別にエネルギ
ーの使用状況を把握できる仕組みを構築しています。また、
自社の送水ポンプ省エネ制御システム「エコノパイロット」
により、送水ポンプやコンプレッサの運転を負荷に応じてき
め細かく制御し省エネを実現しているほか、照明やファンのインバータ化、装置の統合などによ
る省エネも行っています。これらの取り組みに加え、生産現場の地道な改善活動や工夫の積み重
ねが評価されました。

グリーンITアワード2009

沖縄県立北部病院におけるESCO事業で平成21年度省エネ大賞を受賞

当社が7社のコンソーシアム*で取り組んだ沖縄県立北部病院のESCO事業が、平成21年度省エネ
大賞（組織部門支援サービス分野）で省エネルギーセンター会長賞を受賞しました。

沖縄県立北部病院では、環境負荷の低減と経費の削減を両立する省エネ対策の導入を目指してい
ました。当社は、冷房用の大型冷凍機を負荷に応じた出力制御が可能なインバータ式ターボ冷凍
機に変更したほか、発電機の運用方法の見直し、省エネタイプの照明器具の採用などの対策を実
施し、エネルギー使用量を大幅に削減しました。また、信頼性の高い中央監視システムを導入し
、設備の安定操業を実現すると同時により高度なエネルギー管理を可能としました。

これらの対策により、2008年度には過去3年間の平均値に比べ熱量にして約４割、二酸化炭素の
排出量にして約5割の削減を達成しました。



＊ 7社のコンソーシアム：
横河電機株式会社（代表会社）、芙蓉総合リース株式会社、
株式会社朝日工業社、株式会社省電舎、株式会社設備研究所、
照屋電気工事株式会社、久建工業株式会社

平成21年度省エネ大賞
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自社における環境経営の推進

39

自社における環境経営の推進の取り組みを紹介しています。

製造現場での改善
事例を紹介してい
ます。

製造ラインの改善活動

CO2排出量や地球
温暖化防止対策の
取り組みを紹介し
ています。

地球温暖化防止対策

教育体系を紹介し
ています。

2009年度目標と実績 環境監査

ISO14001の内部環境監査や外部審査員に
よる監査について紹介しています。

目標に対する実施状況を紹介しています。

環境法令の順守 環境負荷の全体像

事業活動(製造・販売・サービス)に投入し
たエネルギー・原材料の「インプット量」
と大気・水域などに排出した物質と廃棄物
の「アウトプット量」を紹介しています。

環境法令の順守状況を紹介しています。

環境会計 環境教育

環境活動に関わるコストとその経済効果を
定量的に把握しています。
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化学物質の削減の
取り組みについて
紹介しています。

化学物質管理と削減

調達に関わる取り
組みを紹介してい
ます。

グリーン調達・グリーン購入

ゼロエミッション
への取り組みなど
廃棄物の削減につ
いて紹介していま
す。

廃棄物の削減・省資源

啓蒙活動など、社
内における環境イ
ベントを紹介して
います。。

環境イベント



目標と実績
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2009年度は、地球環境保全活動を環境面と経営面からとらえ、業務に密着した取り組みを実施しました。製

品に関する有害化学物質への対応をはじめ、生産活動のおいての環境負荷低減、省エネルギー、省資源に

ついて積極的に取り組みました。

2009年度目標と実績

環境マネジメント
システムの確立、
維持、向上

環境教育の実践

法規制等の順守

業務に密着した活動目標を登
録し、環境保全活動を実践す
る※3

本来業務における有益な側面
の活動を推進※2

・全社員に対し、環境に配慮
　した自律行動につながる基
　本教育を行う※3
・有意業務従事者に対し、専
　門技能を身につける職場特
　有教育を行う※3

ランクアップした自主管理基
準値の100％順守※2

省エネ法改正に向けた情報収
集※2

排水処理施設の予防保全管理
定着※2

・悪臭の管理方法の検討改善
　※2
・騒音に対する改善対策の実
　施※2

環境施設・設備3項目の環境リ
スク軽減対策を実施※2

・業務に密着した140テーマを
　完了
・年2回内部監査を実施し、実
　効のある環境システムの運
　用を確認

有益な環境側面の活動を36テ
ーマ推進

100%実施

全項目で自主基準値以下を確
認

説明会等へ参加し情報収集を
実施

管理の定着化

自主監視などの改善を確認

環境施設・設備3項目のリスク
軽減対策実施

○

○

○

2009年度（主要サイト）
YOKOGAWAグループ
環境方針

自己
評価

取り組み目標 実績



資源循環型経営の
推進

環境汚染物質の
削減

環境調和型製品の
創出

環境ソリューション
の提供

エネルギーのCO2排出量の
削減
・床面積あたり32.4%削減（排
　出量97.7kg -CO2/m2）
（1990年度比）※1
・CO2排出量を16,353t-CO2に
　抑制※2

廃棄物総発生量の削減
・2003年度比11%削減（総発
　生量676t/年）※1
・廃棄物総発生量を2,787t/年
　に抑制※2

省資源
グリーン生産ラインを展開し
、12ラインの改善活動推進※2

外部委員会等による他社や業
界などの情報収集※1

トルエン・キシレンを1,850ｋ
g削減※2

鉛フリーはんだへの移行を推
進し、計画製品に100％適用
※2

開発製品のCO2排出量を25%
以上削減※1

製品コストダウンへの取り
組み

グリーン調達の推進
・通いパレット・通い箱化の
　取引先を5社増大※2
・調達先への順法指導・支援
　※2

・環境調和型製品の販売拡大
　※1
・甲府工場省エネ見学会の実
　施※1

エネルギーのCO2排出量の削減

・床面積あたり39.7%の削減（
　排出量87.2kg -CO2/m2）
・CO2排出量を15,555t-CO2に
　抑制

廃棄物総発生量の削減
・2003年度比49%削減（総発
　生量389t/年）
・廃棄物総発生量を2,694t/年
　に抑制

省資源
製造ライン・設備などの省資
源改善を12ラインで達成（切
削油の削減、紙の使用量の削
減など

外部委員会へ出席し、情報収
集

2,738㎏削減

鉛フリー適用計画の全製品に
対し適用

5機種出荷

1機種出荷

グリーン調達の推進
・通い箱化の取引先を7社
　増大
・調達先への順法指導・支援
　準備継続実施

計画通り実施

○

○

○

○

○

○

2009年度（主要サイト）
YOKOGAWAグループ
環境方針

自己
評価

取り組み目標 実績
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社会への環境貢献

環境情報開示

自然保護活動・社会活動・地
域活動などを通して社会貢献
活動を推進※1

自然保護活動・社会活動・地
域活動などの社会貢献を、各
サイトごとに年1回以上実施
※2

情報を開示し広く社会とのコ
ミュニケーションを図る※1

ホームページの充実※2

各地域の清掃活動、ブラック
イルミネーションなどに参加

延べ23回の社会貢献活動を
実施

WEB版 環境報告書の公開

社会貢献活動項目を追記準備

○

○

2009年度（主要サイト）
YOKOGAWAグループ
環境方針

自己
評価

取り組み目標 実績

43

（注）主要サイト：横河電機本社・工場、横河マニュファクチャリング
※1 は横河電機本社・工場、※2 は横河マニュファクチャリング、※3 は共通の目標を表します。



環境監査
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内部監査

横河電機本社・工場におけるISO14001の環境内部監査は、システム監査、順法監査、パフォーマ
ンス監査の3項目を指します。全部署で年1回以上の環境内部監査を実施しました。一部で不適合
・観察事項が指摘されましたが、その後速やかに是正処置を実施しました。

定期審査

横河電機本社・工場および横河マニュファクチャリングにおいて、認証機関の2年次サーべイラ
ンス審査を受審し、ＩＳＯ14001の認証登録が継続されました。審査では、下記の活動が評価さ
れました。

・横河電機本社・工場における、地域貢献活動、専用通い箱の開発運用による輸送方法改善、内
　部監査体制の強化など。

・横河マニュファクチャリングにおける、日々の電力使用量管理やアルカリ廃液の自家処理によ
　る排出量削減などの多彩な施策、および各サイトのエネルギー管理士育成を含む強化推進など。

システム監査

順法監査

パフォーマンス監査

組織・体制、目標管理、教育、運用管理・是正などの状況を調べ、システム

が有効に機能していることを確認する。

法規制値の運用と監視（資格・届出・測定データ）などの状況を調べ、法令

およびその他の要求事項が順守されていることを確認する。

目標と実績、法規制値のデータなどの状況を調べ、自主的に定めた運用項目

が確実に実行されていることを確認する。

環境内部監査項目



環境法令の順守
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土壌・水質の保全

土壌汚染対策法が施行される以前から、独自の管理基準に基づいて工場跡地の土壌・水質の調査
を行い、対策を実施してきました。今後も、2010年４月に改正施行された土壌汚染対策法にのっ
とり、能動的に対応していきます

環境法令の順守

環境にかかわる法律、規制、協定等の順守の徹底に取り組み重大な法令違反はありませんでした。

YOKOGAWAでは環境汚染を防ぐための法令や協定等の順守を徹底すると同時に、環境負荷物質を削減

するために、可能な限り代替技術への移行や転換を図っています。



環境負荷の全体像
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YOKOGAWAでは、一連の事業活動(製造・販売・サービス)に投入したエネルギー・原材料の「インプット

量」、そして大気・水域などに排出した物質と廃棄物の「アウトプット量」について、それぞれエコバランス

（年間収支）を把握しています。エコバランスを分析することにより、資源の有効利用、エネルギー効率の向

上、循環資源化率の向上などに役立てています。

環境負荷の全体像（２００９年度）

集計範囲：ISO14001 認証取得サイト（うち生産拠点）



環境会計
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環境省「環境会計ガイドライン（2005年版）」に準拠した環境会計で環境活動に関わるコストとその経済効

果を定量的に把握しています。

（1）工場内コスト
（事業エリア内コスト）

（2）調達・物流コスト（上・下流コスト）

（3）EMS維持管理コスト（管理活動コスト）

（4）研究開発コスト

（5）社会活動コスト

（6）現状回復コスト（環境損傷コスト）

計

1）公害防止コスト

2）地球環境保全コスト

3）資源循環コスト

監視測定

省エネルギー

廃棄物等の発生抑制

2.8

154.8

15.1

0

0

0

0

0

172.6

488.1

170.1

127.2

9.4

208.2

0.8

32.0

0

1035.9

グリーン調達

EMS更新、教育

環境調和型製品開発

環境イベント

土壌修復

項目分類 主な取り組み 投資額 費用額

環境保全コスト（単位:百万円）

集計範囲：ISO14001 認証取得サイト（うち生産拠点）

資源投入

温暖化防止

大気汚染

総エネルギー投入量（10  MJ）

水資源投入量（km³）

CO2排出量（t）

CO2排出量売上高原単位（t-CO2/億円）

NOx排出量（t）

SOx排出量（t）

13

903

9,669

3.5

18

3

11

669

7,645

3.3

14

3

+2

+234

+2024

+0.2

+4

0

効果の内容（単位）分類 2008年度 2009年度 効果

環境保全効果

集計範囲：ISO14001 認証取得サイト（うち生産拠点）

8
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リサイクルによる収入額（有価物売却等）

省エネルギーによる費用削減（電力等）

省資源による費用削減（水、紙等の削減）

計

14.3

109.1

11.7

135.1

効果の内容 金額

環境保全に伴う経済効果─実質的効果─（単位:百万円）

集計範囲：ISO14001 認証取得サイト（うち生産拠点）



環境教育

49

横河電機では、社員一人ひとりの環境意識向上を図るため、環境教育を重視しています。環境教育は、基本

教育、職場特有教育、資格者教育、特別教育に分類されます。環境基本教育については、毎年内容の見直し

を行い、2010年度は、Eラーニングによる環境基本教育を実施しています。今後も、環境保全活動に関する

自覚、知識の向上に加え、日々変化する環境情報についても、社員一人ひとりが知識の向上を図れるよう教

育を実施していきます。

横河電機　本社・工場　環境教育体系



環境イベント
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環境イベントの実施

各個人の地球環境保全の意識向上を目的として、環境映画の上映など環境に関するイベントを毎
年実施し、社内の啓蒙活動を活発に展開しています。

環境週間の実施

2009年11月にYOKOGAWA環境週間として、各種啓
蒙イベントを社内で実施し、多くの従業員が参加し
ました。
イベントでは、環境映画「HOME　～空から見た地
球～」の上映、「環境家計簿」への参加呼びかけ、
地球環境クイズなどを行いました。
環境映画上映後のアンケートでは、「空から見た美
しい地球を守るために、自分自身が何が出来るかを
今一度考えさせられた」などの声がありました。



製造ラインの改善活動
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YOKOGAWAは、２００２年にグリーン生産ライン改善規定を定め、各生産ラインで環境負荷低減のため

の改善活動を進めています。大気や水質、土壌汚染の原因となる物質の削減や電力使用によるCO2の排出

量を削減して環境保全に努め、同時にコスト削減も図っています。

コンプレッサー運転管理による電力使用量の削減

横河マニュファクチャリング小峰工場では、コン
プレッサーの圧力低減による電力使用量の削減に
ついて取り組んでいます。
工場ごとにあるコンプレッサーのうち、2009年度
は、２４時間稼働しているコンプレッサーについ
ての圧力低減に取り組みました。以前から検討を
進めていましたが、圧力変動が大きい機器を多く
稼動させていたため、圧力の調整は難しく、実現
は難しい状況でした。
その後、設備の廃棄などもあり、再度、各機器の
圧力を見直したところ、一部の圧力変動が大きい
超音波融着機については、部分的に増圧器を設置
することで適切な圧力を保つことが出来ました。
そのことにより、工場全体のコンプレッサーの圧
力は0.64MPaから0.59MPaへ低減して運転すること
が可能となり、年間の電力使用量を9.9MWhから
6MWhに削減（約40％削減）しました。

コンプレッサー室の様子

日々管理による電力削減施策の効果

横河マニュファクチャリング甲府工場では、日々
（にちにち）管理による省エネ施策が活発に展開
されています。甲府工場のエネルギー管理士や設
備担当部署、各部の環境推進者をメンバーとする
省エネ分科会を中心として、自社製品である「
InfoEnergy」（インフォエナジー）と「Enerize」
（エネライズ）の活用により、エネルギーデータ
の見える化を実現し「生産ラインにおけるエネル
ギーの無駄排除」の活動に全員参加で取り組んで
います。現場の担当者がラインや製品ごとに、リ
アルタイムにエネルギー使用量が把握できるため
、現場からの改善提案が積極的に行われています。

横河マニュファクチャリング
甲府工場　省エネ分科会
主査　桑田　裕治
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甲府工場では、2000年ごろから工場各所の照明・大型ポンプのインバータ化や高効率設備の導入など

省エネ施策を積極的に展開してきましたが、更なる活動の活発化を目指し、各部署への電力使用量の

目標値の設定と電力使用量の日々管理をスタートさせ、職場の「アクションボート」に掲示することにし

ました。

各部署の電力使用量などの環境目標や責任部署が明確になったことで、省エネ分科会メンバーや各

職場の所属員の意識も高まり、全員参加の省エネ活動につながっています。

このような地道な活動の実施に加え、2009年度は、クリーンルームの空調管理による電力使用量削減

に取り組みました。クリーンルームでは、必要な湿度やクリーン度を保つ必要があるため、細かな調整

を行いながら就業後の室外機・室内機の夜間の一部運転停止等を行うことにより年間の電力使用量

を約360MWh削減できる見込みです。



地球温暖化防止対策
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CO2排出量削減の対策として、生産ラインの改善、高効率機器の導入を積極的に進めています。具体的に

は、「クールビズ」「ウォームビズ」の実施や、昼休みの消灯、冷暖房の適切な温度設定の推進により、ＣＯ２

排出量の削減を図っています。また、各工場や拠点でも、施設のライトダウンを行う「ブラックイルミネー

ション」に継続的に参加しています。

CO2排出量実質売上高原単位と削減率（1990年度比）

2009年度、YOKOGAWA国内グループのCO2排出量実質売上高原単位は、9.8t-CO2/億円、削減率
62.3％（1990年度比）となりました。省エネルギー施策の実施、新設工場等の省エネ性能の向上
、気候要因等によりCO2排出量は減少しましたが、売上の減少により原単位は、前年度と比べ悪
化しています。
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「エコ通勤チャレンジ」に約600名の従業員が参加

生産工場である横河マニュファクチャリング甲府工場では、交通機関を使用する人より自動車や
二輪自動車などで通勤する人が多いこともあり、「エコ通勤チャレンジ」（通勤する際に何かし
らエコを気遣う宣言）を従業員約1000人に呼びかけたところ600名を超える従業員が、エコ通勤
に賛同し、アイドリングストップを始め、自動車通勤から二輪自動車や自転車へ変更するなど各
自が積極的に実施しています。多くの方が、出来ることから実践してもらいたい。ということか
ら呼びかけを実施し、一人ひとりの意識の向上につながっています。今後も継続して「エコ通勤
チャレンジ」を呼びかけていきます。この活動は、山梨県から関心が寄せられ情報交換を行って
います。
また、横河商事では、エコドライブ運転の推進として、DVDによる集合教育や、ステッカーの掲
示などを実施し、啓蒙活動を行っています。

製品や部品の工場間の輸送に再利用できる梱包箱の使用拡大

YOKOGAWAでは、工場間の製品や部品の輸送用に
、200回（100往復）まで再利用できる梱包箱を日
本郵政グループのJPサンキュウと共同開発し、日
本と中国の工場との輸送に主に使用しています。
従来はダンボールや木製の箱を使用していました
が、この梱包箱への置き換えにより、箱の製造や
廃棄の過程で生じるＣＯ2排出量を70％削減できま
す。また、箱の高さは内容物の数量やサイズに応
じて3段階に変えられ、何も入れない時には折りた
たむことができるため、コンテナへの積載効率を
高められるとともに緩衝材の使用量も削減できま
す。今後は、さらに、ほかの拠点間の輸送にも利
用していく方針です。

梱包箱

甲府工場の「エコ通勤チャレンジ」による通勤距離別の主な通勤手段の変更状況

2ｋm未満

2ｋｍ～5ｋｍ未満

5ｋｍ～10ｋｍ未満

10ｋｍ以上

自動車で通勤⇒自転車、徒歩へ変更

自動車で通勤⇒二輪自動車、自転車へ変更

自動車で通勤⇒軽自動車や小型車、二輪自動車へ変更

普通自動車で通勤⇒軽自動車へ変更
大型自動車で通勤⇒小型車へ変更
ハイブリット車へ変更

通勤距離 主な通勤手段の変更状況
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「グリーン電力証書」システムの導入

横河電機本社ビルで使用する電力の一部については、「バイオマス
発電」による「グリーン電力」（30万kWh/年）を使用しています。

バイオマス発電の
「Green Power」マーク



化学物質管理と削減
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地球環境や身体に有害な化学物質を徹底管理しているほか、代替プロセスを開発・導入し、使用量の削減

に努めています。

鉛はんだの削減

横河マニュファクチャリング甲府工場では、YOKOGAWAグループ環境方針の項目の一つである
「環境汚染物質の削減」について、毎年、目標に取り上げ積極的に取り組んでいます。中でも、
鉛フリー化への対応は、2003年より徐々に対応製品を拡大し、現在では、甲府工場で製造する
300機種のうち約２／３が鉛フリー化対応の製品に切り替えが完了しています。2008年度より表
面実装で使用するクリームはんだの鉛フリー化が加速したため、2009年度の甲府工場の鉛はんだ
の使用量は年間約200kg削減となりました。

そのほか、中国、韓国の海外の生産拠点で鉛フリーはんだの表面実装が進んでいます。国内の生
産拠点である小峰工場でも鉛フリーはんだの表面実装が2010年度より始まっています。2010年
には、ＹＯＫＯＧＡＷＡグループを横断した製品含有化学物質管理推進プロジェクトを発足させ
、ＲＥＡＣＨ規制やRoＨＳ指令について対応を進めていきます。

PRTR対象物質

PRTR制度※の届け出対象物質(取扱量1,000kg/年以上)は表のような取扱量となりました。

※PRTR制度… Pollutant Release and Transfer Register （環境汚染物質排出・移動登録
制度）。有害性のある化学物質の環境への排出量などの情報を公開する
ことにより社会全体で化学物質の管理をう制度。

2009年度横河マニュファクチャリング PRTRデータ

小峰工場

甲府工場

青梅工場

キシレン

トルエン

鉛

銅水溶性塩

ホルマリン

1,950

2,070

2,430

12,220

2,120

1,200

1,300

0

0

360

発生物質 取扱量
(kg)

大気

0

0

0

0

0

公共
水域

下水道 事業
所外

0

0

0

0

0

0

0

0

10

10

750

770

0

3,800

1,400

埋立

0

0

0

0

0

土壌

排出量
(kg)

移動量
(kg)

工場名



廃棄物の削減・省資源
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地球環境保全への取り組みとして3R（リデュース、リユース、リサイクル）活動を推進し、ゼロエミッション活

動に取り組んでいます。廃棄物総発生量の99％以上を循環資源化することをゼロエミッションとして定義

し、廃棄物の循環資源化を推進しています。現在は、横河電機本社・工場を含む6サイトがゼロエミッション

を達成しています。

廃棄物排出量売上高原単位と削減率（1995年度比）

200９年度のYOKOGAWAの廃棄物排出量は、売上高原単位0.18ｔ/億円（総排出量５６４ｔ）、
削減率89.4％（1995年度比）となりました。

廃棄物排出量売上高原単位と削減率（1995年度比）グラフ
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ステンレスの再資源化による廃棄物削減施策の拡大

横河マニュファクチャリング甲府工場では、廃棄
物削減の施策を推進するため、廃棄物分科会が中
心となって活動を推進しています。2009年度の取
り組みとして、油などの廃液の廃棄量の削減・回
収方法改善やステンレス等の有価物回収を実施し
ています。

横河マニュファクチャリング
甲府工場　廃棄物分科会
主査　田坂 信男

水溶性切削油の濃度管理

製品の切削時に使用される油剤の適切な濃度管理を徹底して行っています。2008年度より継続し
て実施していますが、2009年度は更に濃度管理をする機械の台数を拡大し、各機械の性能に合わ
せて、油の濃度を常に一定に保てるようにきめ細かく管理しています。このため、年間21t購入
していた油剤を、約半分の10tとすることができました。

廃液回収方法改善

洗浄液などで出る廃液は、ドラム缶（容量約200kg）に保存され、ドラム缶のまま回収されてい
ましたが、廃液のみを回収する（バキューム回収）へ変更することにより、保管・廃棄のために
、購入していたドラム缶（月60缶）をリユースすることが出来ました。廃液のみの重量での廃棄
物回収となったことで、輸送時のＣＯ２削減にもつながっています。

金属材料のリサイクル

ステンレス、コバールなどの金属材料を切削する際に排出される、切粉となった金属材料につい
ては、有価物として処理していましたが、圧縮機械を使用し固め、金属素材メーカーに返却する
ことにより、さらに質の高い有価物としての回収が可能となりました。回収されたステンレスと
コバールは、リサイクルされて製品の金属材料として使用することが出来ます。2009年度はステ
ンレスとコバールを合わせて年間約62ｔを回収しリサイクルしています。
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白ウエスのリース化

横河マニュファクチャリング小峰工場では、廃棄
物削減の施策として、白ウエスのリース化に取り
組みました。製造現場では、製品や手についた油
などを適時ふき取る必要があるため、白ウエスを
頻繁に使用します。使用後は、産業廃棄物として
処理されていましたが、リース化することにより
、使用後のリースウエスは回収され、再度、リー
スウエスとして使用されます。一部適応できない
ものに関しては、使い捨ての白ウエスを使用する
場合もありますが、年間340kg購入し、使用してい
たものが、約半分の使用量となり、産業廃棄物の
削減につながっています。

設置されたリースウエスの回収ボックス

プリント基板のマテリアルリサイクル

固形燃料化（サーマルリサイクル）していた使用済みのプリント基板について、銅の有価回収と
し、マテリアルリサイクルの仕組みを構築して、銅の含有量が多いプリント版を有価物回収とし
ました。年間約30tの排出量に対して実施し、コスト削減とともにリサイクルの向上に取り組ん
でいます。



グリーン調達・グリーン購入
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国内においては、家電リサイクル法、資源有効利用促進法など、海外においては、欧州諸国で廃電気電子機

器（WEEE）指令や特定有害物質の使用禁止（RoHS）指令などの法規制が整備されてきています。こうした背

景の下、YOKOGAWAは、企業活動のあらゆる面で持続可能な社会の構築を目指しています。

YOKOGAWAは、「環境負荷の少ない資材調達　＝　環境調和型製品の提供」を基本に、環境に配慮したグ

リーン調達活動を積極的に推進していきます。

グリーン購入

YOKOGAWAでは、グリーン購入ネットワークが主
催する「グリーン購入一斉行動」に参加し、ポス
ター掲示など、社内に呼びかけを行いました。

「グリーン購入一斉行動」を呼びかける
ポスター

グリーン調達ガイドライン

企業活動のあらゆる面で持続可能な社会の構築に貢献するという環境理念の下、「グリーン調達
ガイドライン」を作成し、グリーン調達活動を推進しています。



環境コミュニケーション
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（評価）グリーンＩＴアワード受賞

甲府事業所の省エネ活動がグリーンIT推進協議会の「グリーンITアワード2009経済産業大臣賞」
を受賞しました。

（評価）ESCO事業が平成21年度省エネ大賞を受賞

横河電機が代表を務めた沖縄県立北部病院におけるESCO（Energy Service Company）事業が、
平成21年度省エネ大賞（組織部門）事例支援サービス分野において「省エネルギーセンター会長
賞」を受賞しました。

（講演）地域への普及活動の実施

横河マニュファクチャリング甲府工場では、「甲府市地球温暖化対策地域協議会」に参加し、甲
府工場で積極的に取り組んでいる「緑のカーテン」や「エコ通勤チャレンジ」の取り組みについ
て、講演を行うなど、地域住民の方を対象に普及活動を実施しています。また、甲府市で開催さ
れた全国規模の「第３回全国緑のカーテンフォーラム」にも参加しています。

（展示）武蔵野市主催「むさしの環境フェスタ」に参加

省エネ・ごみ・緑・食をテーマに地域住民などに紹
介する「むさしの環境フェスタ」に参加しました。
ＹＯＫＯＧＡＷＡは甲府工場の 省エネの取組みや
自社製品の送水ポンプ省エネ制御システム「エコノ
パイロット」を 紹介しました。

YOKOGAWAの環境活動を紹介する講演や展示など、より多くの方に情報を提供してコミュニケーションを

図れるように努めています。
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環境情報の開示

横河電機の環境活動Webアドレス（日本語）
http://www.yokogawa.co.jp/cp/csr2/env/index.htm

横河電機の環境活動Webアドレス（英語）
http://www.yokogawa.com/csr/env/index.htm

横河マニュファクチャリングの環境活動Webアドレス（日本語）
http://www.yokogawa.com/jp-ymg/corp/eco/eco-info.htm

（広告）日経エコロジーへ広告を掲載

日経エコロジーへ広告を掲載しました。



地域社会への環境貢献
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緑のカーテン植樹イベント

環境保護や生物多様性など地域社会への環境貢献を各拠点・工場で、積極的に取り組んでいます。

横河マニュファクチャリング甲府工場では、「甲
府市地球環境温暖化対策地域協議会」の推進活動
の一つである「緑のカーテン」を継続して実施し
ています。2009年度は室外南側に面している喫煙
所にゴーヤで｢緑のトンネル｣を造りました。さら
には「かぼちゃ」「ひょうたん」「へちま」など
にもチャレンジし、活動を広げています。

金沢市よりCO2吸収量認証をいただく

地球温暖化防止・地域の環境保全を目的とする金
沢市主催の「テクノの森づくり」に金沢事業所が
参加し、金沢協働の森づくりＣＯ２吸収量認証を
いただきました。これは、下刈り、伐採、植栽等
の森林整備活動を行うことで、適切に管理された
森林が１年間に吸収する二酸化炭素の量を認証す
るもので、同市により、森林のＣＯ２吸収量を算
定した結果、10.06t 削減したことが認証され、金
沢連絡会（横河電機を含む５つの会社）として表
彰されました。

駒ヶ根事業所で「親子で水質調査」

「澄んだ諏訪湖」「泳げる天竜川」を戻
そうと（財）長野県テクノ財団が開催し
ている「親子で水質調査」へ駒ヶ根事業
所の従業員と家族が参加し、天竜川等の
水質を調査・観察し、レポートを作成し
ました。



64

小学校へダンボールを寄付

青梅工場では、工場内で不要になったダンボール
を地域の小学校へ提供し、小学校の各種イベント
などに有効活用されています。

武蔵野市主催「市内清掃」に参加

年２回実施されている、武蔵野市が主催する市内
三駅周辺（三鷹、吉祥寺、武蔵境）の清掃活動に
、YOKOGAWAのグループ社員およびその家族が参
加しました。ごみの散乱防止や地域環境美化意識
の普及のために行われており、毎年大勢の参加者
があります。

「天竜川環境ピクニック」に参加

（財）長野県テクノ財団が主催する天竜川の河川
敷の清掃活動に駒ヶ根事業所の社員と家族が参加
しました。



生物多様性への対応
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本社構内が武蔵野の雑木林をイメージした築山（つきやま）に

環境保護や生物多様性など地域社会への環境貢献に積極的に取り組んでいます。

本社構内ビルの一部解体にともなってできた跡地
（約１０５１m²）に天然芝と植物を植え、築山を
つくりました。築山には、武蔵野の雑木林をイメ
ージしたコナラ、クヌギ、エゴノキ等３７種類の
植物を植えています。また、通路沿いに植えられ
たサツキは、春先から花を咲かせ訪れる方々を迎
えています。

武蔵野市の大木保護活動

横河電機本社がある武蔵野市では、街にある大木
約2,000本を保存樹木として管理・保護する活動「
大木・シンボルツリー2000計画」を1994年から継
続して行っています。横河電機の本社敷地にある
大木は、約50本が保存樹木として指定され保護し
ています。

地域NPO、市民との協働による里山保全活動「東京グリーンシップ・アクション」

東京都の丘陵部の里山や雑木林を保全・再生し、生物多様性に寄与する取り組みである、東京都
、地域NPO、企業の協働プログラム「東京グリーンシップ・アクション」に、2009年度から参加
しています。

⇒東京の里山を守るプロジェクト



地域NPO、市民との協働による里山保全活動
「東京グリーンシップ・アクション」
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活動の対象地域（八王子市館町緑地保全地域）と目標

YOKOGAWAは、東京都の丘陵部の里山や雑木林を保全・再生し、生物多様性に寄与する取り組みである、

東京都、地域NPO、企業の協働プログラム「東京グリーンシップ・アクション」に、2009年度から参加していま

す。

2010年度の活動

活動の対象としている八王子市館町緑地保全地域（面積24,392平方メートル）は、東京都八王子
市の多摩丘陵に位置し、近辺には住宅地もある身近な保全地域です。この保全地域には、蛍が自
生するきれいな川が流れており、地域のボランティア団体「池の沢に蛍を増やす会」が下草刈や
低木の間伐などを定期的に行ない、自然環境の再生に努めています。

区域の半分以上をコナラやクヌギの植林が占め、その他ニセアカシア、ケヤキも分布しています
。かつてこの地域は、手入れの行き届いた豊かな里山でしたが、植栽、間伐、伐採などの手入れ
をしなかったために、放置された山林となっていました。そこで、「東京グリーンシップ・アク
ション」では、草刈、枯木の伐採や整理、そして継続的な植樹活動を通じて、美しい雑木林のあ
る丘陵地の風景を保全するとともに、豊かな生物相を育成することを目指しています。

YOKOGAWAは、昨年度に引き続き、2010年6月26日（土）に八王子市館町緑地保全地域で実施さ
れた「東京グリーンシップ・アクション」に参加しました。NPO法人緑サポート八王子、および
株式会社荏原製作所の皆さんと共に、当社グループの社員およびその家族16組32名が参加しまし
た。前回の活動（2009年11月）で植樹した”どんぐりの木”を観察し、しっかりと根付いているこ
とを確認しました。また、植樹した木の成長を助けるため、木が埋もれるくらいに生い茂ってい
た下草を刈りました。夕刻からは、地域の専門家から蛍の生態について講義を受けた後、保全地
域に流れる川で蛍を観察しました。

参加者からは、「蛍を見て自然の大切さを知り、身近な所でも環境を守る活動をしなければ、と
改めて考えさせられた。」「日本の国中のいたるところで森林の元気がなくなっている。その現
実が確認できる良い機会だった。」「ボランティア活動を通じて、多くの世代の方と触れ合い、
身近な自然について学ぶことができ、とても貴重な体験となった。この経験を仕事にも活かした
い。」などの感想が寄せられました。

障害者の就労に繋がる取り組み

東京グリーンシップ・アクションの当日、参加者に配布したお弁当は、障害のある方が働いてい
る東京都日野市の施設、「たんぽぽの家」から購入したものです。作りたてのお弁当を現地まで
配達していただき、内容も参加者に好評でした。YOKOGAWAでは、こういった取り組みを積み
重ね、障害のある方の就労を支援しています。
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覆い茂った下草 下草刈りの様子

取れた竹の子を前に全員集合 ヒノキを使った工作

障害者の施設から購入したお弁当 「たんぽぽの家」での作業の様子

2009年度の活動

YOKOGAWAは、2009年11月28日（土）に八王子市館町緑地保全地域で実施された「東京グリー
ンシップ・アクション」に参加しました。当社グループの社員およびその家族13名が参加し、
NPO法人緑サポート八王子、および株式会社荏原製作所の皆さんと一緒に、どんぐりの苗木の植
え付けや幼木の移植に取り組みました。移植作業の目標は24本でしたが、目標を大幅に上回る合
計33本の移植が完了しました。
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参加者からは、「自然に親しめて、運動にもなる社会貢献活動だった。持ち帰ったヒノキの切れ
端で、夜はヒノキ風呂を満喫できた。」「今回の作業が、館町緑地保全地域の蛍の生息にどのよ
うに貢献できたのか、蛍観察を兼ねた里山保全活動にも参加したい。」「森林の素晴らしさ、森
のエネルギーを体感することができた。」「他社の方と一緒に作業をする中で、地球環境保全に
ついての高い意識を知り、学ぶことが多かった。」などの感想が寄せられました。

⇒東京グリーンシップ・アクション

⇒八王子館町緑地保全地域　第３回活動



社会貢献
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YOKOGAWAは、「良き市民であり　勇気をもった開拓者であれ」という企業理念に基づき、地域・社会貢献

活動を展開しています。事業活動を通じた貢献やコンプライアンスといった、企業にとって基本的な責任を

果たすだけではなく、深刻化する社会的課題や地域活性化のための活動にも、積極的に取り組んでいま

す。

小学生向けの理科
教育を支援し、科
学や技術に興味を
持つ人材の育成に
貢献しています。
また、就労後の自
立までを視野に入
れた障害児教育の
支援を行なってい
ます。

未来の人材育成
－勇気を持った開拓者であれ－

企業理念の「良き
市民」を念頭に、
地域の安全衛生の
向上に努めていま
す。また、ラグビ
ーやサッカーなど
のスポーツをテー
マに地域との交流
イベントを行なっ
ています。

地域とのコミュニケーション
－良き市民として－

世界で深刻化する
地球環境問題、食
料難、貧困や教育
などの課題に対し
て、YOKOGAWA
はグローバル市場
でビジネスを行う
企業としての責任
を果たしていきま
す。

社会的課題への取組み

地域や社会の豊か
な環境づくり、人
間性の育成、伝統
的な文化・芸術活
動などの支援を通
じて、人々に心の
安らぎや潤いを与
える活動を行って
います。

豊かな人間社会の実現に向けて
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YOKOGAWA理科教室

特別支援学校との交流や地域の子育て支援

社会がますます複雑多様化し、子どもを取り巻く環境も大きく変化する中で、教育を学校だけに
まかせるのではなく、地域社会で支える取り組みが活発になってきています。2008年には文部科
学省により、地域と学校が連携し、地域の教育力の向上や生涯学習の推進を目指す「教育サポー
ター制度」が制定されました。
このような背景に基づき、YOKOGAWAは地域社会の一員として、地域の子育てや学校教育のサ
ポート、障害のある児童や生徒の自立や社会参加の支援などに取り組んでいます。

未来の人材育成

YOKOGAWAは計測・制御・情報をテーマに技術力の高さを基盤として事業を推進していることから、小学

生向けの理科教育を支援しています。未来の地球を支える、科学や技術に興味を持つ人材が育つことが当

社の願いです。また、大学や研究機関などに対して、ボランティア活動の位置づけで社員を講師として派遣

したり、当社測定器などの機材や研究資金を提供するなど、幅広い支援を行っています。

子どもたちの理科離れが懸念されていることを受け、
YOKOGAWAは小学生を対象とした｢YOKOGAWA理科
教室｣を2006年にスタートしました。現在、東京都を
中心に年数回開催しています。理科教室のテーマは、
光、電気、電波など、YOKOGAWAを支える基礎技術
に関連したものとなっています。また、講師は基本的
に社員がボランティアでつとめており、子どもたちと
触れ合う中で、社員自身の成長にも繋がっています。
このような活動を通じて地域との交流を深め、また科
学や技術に興味を持つ人材の育成に貢献していきます。

特別支援学校との交流活動

地域の子育て・教育支援
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電波をつかまえろ！　～ゲルマニウムラジオをつくって電波をキャッチ～

電波とはどんなものか、なぜ沢山ある放送の中からひとつだけ見聞きできるのか、といった電波
にまつわる「ふしぎ」に迫ります。
最初に、当社の社員がボランティアで勤める講師が、電波の仕組みや周波数などを説明します。
次に、電池が無くてもAM放送を聴くことができる「ゲルマニウムラジオ」を、児童の皆さんに
実際に作っていただきます。社員ボランティアによる個別指導を受けながら、隣同士の児童が互
いに助け合い、導線を巻いてコイルを製作、イヤホンなどの部品とともにはんだ付けを行って基
板につなぎ、ラジオを完成させます。そして参加者全員で教室の横にある当社のグラウンドに出
て、作ったラジオで本当に番組を聞けるかどうかを試します。実際にラジオ放送が聞こえてくる
と、児童たちだけではなく保護者の方々も感激の表情になります。
その後、当社製品のデジタルオシロスコープを使い、普段は見ることができないラジオの受信信
号を観測し、電波の仕組みに対する理解を深めます。
また、講義の中で「技術の仕事の紹介」をしています。測定器を開発したときの苦労話など、実
際の仕事の上では、工夫することや考えることが重要だといったことを紹介します。

参加した児童の皆さんからは、「もっと大きな音が出る実験をしてみたい」「電波を出すものを
作りたい」「先生が優しく楽しかった」といった感想を、保護者の方々からは、「今日のような
教室は内容もよいが、仕事についての紹介があったのも良かった」「ただ製作するだけでなく、
仕組みや体験談が聞けて保護者にも参考になった」「多くの社員の方に手助けをもらい、子供も
進んで参加できていた」などのご意見をいただいています。

YOKOGAWA理科教室の紹介

YOKOGAWA理科教室では、小学校５、６年生とその保護者を対象にした3種類のカリキュラムを用意して

おり、主に当社の事業所内の施設で実施しています。

ゲルマニウムラジオ製作の様子。
導線を巻いてコイルを作り、部品を基板につなぐ際に
はんだ付けを行います。
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ひかりのひみつをさぐれ！　～にじ色懐中電灯をつくろう～

太陽の光は「何色」なんだろう？雨上がりに出る虹はなぜ様々な「色」になるのか、「光」の秘
密に迫ります。
最初に、当社の社員がボランティアで勤める講師が、虹の仕組みや光の三原色などについて説明
します。次に、光の三原色を出せる「にじ色懐中電灯」を、児童の皆さんに実際に作っていただ
きます。社員ボランティアによる個別指導を受けながら、赤・青・緑の発光ダイオードを基板に
はんだ付けし、「にじ色懐中電灯」を完成させます。児童たちはそれぞれ自分で作った懐中電灯
を持って暗くした部屋に入り、光源の3色の発光ダイオードの発光具合の組み合わせによって光
の色が変わることを体験します。そして、指定された色づくりに挑戦します。
また、講義の中で「技術の仕事の紹介」をしています。インターネットなどの高速光通信に使わ
れている「光スイッチ」を開発したときの苦労話など、日々の仕事の経験談を交え、工夫するこ
とや考えることが実際の仕事の上で重要だといったことを紹介します。

参加者した児童の皆さんからは、「たくさんの色が作れて楽しかった」「今度はテレビを作って
みたい」「はんだごての使い方がわかった」といった感想を、保護者の方々からは、「企業の特
色を生かした活動で、継続してほしい」「親にとっても勉強になった」「ボランティア社員が、
きめ細かく丁寧に教えていた」などのご意見をいただいています。

試聴の様子。
参加者全員が完成したラジオを持ってグラウンドに出
て、実際にラジオ放送を聞きます。

完成したゲルマニウムラジオ
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磁石の力で電気をはかる　　～メーターを作って電池をチェック～

磁石はどうしてくっつくの？「磁石の力で電気を測る」をテーマに磁石の謎に迫ります。
最初に、当社の社員がボランティアで勤める講師が、電気の仕組みや電磁石の特性などについて
説明します。次に、電磁石の力を応用した「メーター」を、児童の皆さんに実際に作っていただ
きます。社員ボランティアによる個別指導を受けながら、隣同士の児童が互いに助け合い導線を
巻いてコイルを製作します。次にこのコイルに電流を流し、電流の量によってコイルにくっつく
ホチキスの針の本数が変わることを実験し、電流と力の関係を学びます。
その後、スイッチや抵抗などの部品を基板にはんだ付けし、その基板にクリップでコイルをつな
げばメーターの完成です。児童たちはそれぞれ自分で作ったメーターに新しい電池、古い電池な
どをつなぎ、電池の電圧に応じて針が振れることを確かめます。
また、講義の中で「技術の仕事の紹介」をしています。超精密に回転角度を調節できるモーター
を開発したときの苦労話など、実際の仕事の上では工夫することや考えることが重要だといった
ことを紹介します。

ノートPCのディスプレイを観察。
画面が赤・青・緑の組み合わせで表示されていること
を確認します。

はんだ付けを行い、赤・青・緑の発光ダイオードと基
板をつなぎ、懐中電灯の枠に組み込んで完成です。

完成したメーター
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参加者した児童の皆さんからは、「鉄と鉄をくっつける作業が楽しかった」「班のお兄さんの教
え方がわかりやすかった」「またやってみたい」といった感想を、保護者の方々からは、「学校
・家庭では担えない部分を企業が支援する活動はすばらしい」「親子とも楽しませていただきま
した」などのご意見をいただいています。
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2010年の活動

10月30日（土）、東京都武蔵野市立大野田小学校で「むさしのサイエンスフェスタ2010」が開
催され、当社は昨年に続き参加しました。これは、市民を対象に地域の企業、大学生、小中学校
の教員がボランティアで体験型実験ブースを出展するイベントで、当日は台風のため悪天候だっ
たにもかかわらず会場には600人を超える親子が訪れました。
当社ブースのテーマは「電気をつくってみよう」。備長炭、水、食塩を用いて電気を発生させ、
電子オルゴールを鳴らす実験を行いました。水では電気は発生しませんが、食塩を溶かすと電解
液となり電気が発生します。その電気でオルゴールが鳴り出すと、子どもたちは一様に目を輝か
せていました。また、オシロスコープを使用し、音を波形として「見える化」できることを実感
してもらいました。子どもたちは音の強弱、高低で変化する波形に興味深そうに見入っていまし
た。ボランティアスタッフとして参加した当社の社員も、「子どもたちに接することで、初心に
かえって科学を楽しむことができました」と笑顔で感想を語っていました。

武蔵野サイエンスフェスタへの参加

備長炭電池オルゴールの音と自分の声の波形を比較する

2009年の活動

10月17日（土）、東京都武蔵野市が主催する「むさしのサイエンスフェスタ2009」に当社から
技術ボランティア14人が参加しました。身近なものごとを題材にした科学の「不思議」を体験で
きる参加型イベントで、当日の来場者数は900人を超えました。当社の他、地域のボランティア
グループ、成蹊大学、NTT技術研究所、商工会議所など、武蔵野市で活動する27団体が出展。当
社ブースでは「果物でメロディーを」をタイトルに掲げ、レモン電池を作り電子オルゴールを鳴
らす体験教室を開催しました。レモンの他にスポーツ飲料などでも電池を作り、材料の意外性に
児童は驚いていました。電気が流れていることを当社のオシロスコープの波形を見せることで視
覚的に示し、児童だけでなく保護者の方々も見入っていました。今後も当社はこのような社会貢
献活動に積極的に取り組んでいきます。

作ったレモン電池オルゴール



YOKOGAWAの同好会管弦楽部「アンサンブル横河」、都立あきる野学園で演奏

特別支援学校の授業・行事への支援（2009年度）
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2010年1月19日、YOKOGAWAの同好会管弦楽部「アン
サンブル横河」は、東京都あきる野市にある特別支援学
校、都立あきる野学園「肢体不自由部門と知的障害部門
との交流会」において、児童・生徒、保護者、職員など約
150人の前で演奏会を開催しました。同学園のリクエス
トに応じ、クラッシックからアニメ映画の音楽まで幅広
いジャンルの曲目を演奏しました。

なじみの曲では演奏に合わせて児童・生徒の皆さんが
口ずさんだり、演奏に合わせて踊ったりする姿が見られ
ました。今回も児童・生徒に「崖の上のポニョ」の指揮者
体験をしていただきましたが、全員がジャケットをはお
り、大きな蝶ネクタイをしめ指揮者になりきって楽しん
でいました。また、アンサンブル横河のメンバーも、選曲
だけでなく、振り付けや被り物など児童・生徒が楽しめ
るよう様々な工夫をして、交流会を盛り上げました。

児童・生徒からは「ポニョ（指揮）が楽しかった」「YMCA
が（踊って歌って）楽しかった」教員からは「児童・生徒が
とても喜んでいました」「子どもたちが楽しめるよう色々
な工夫をしてくださって、感謝の気持ちでいっぱいで
す」「すばらしかったです。来年も必ず来てください」な
どの感想が寄せられました。

YOKOGAWAの同好会管弦楽部「アンサンブル横河」、都立青峰学園の式典で演奏

2009年10月24日（土）、YOKOGAWAの同好会管弦楽部「アンサンブル横河」は、東京都羽村市にある特
別支援学校　都立青峰学園の開校記念式典において、国歌および校歌を演奏しました。

当日は、式の始めに、アンサンブル横河が国歌を演奏し、式の後半では、アンサンブル横河の伴奏に合
わせて、児童・生徒が来賓の方々に校歌を披露しました。式典が始まる前には、生徒が楽器に触れた
り、生徒のために特別に曲を披露したりするなど、生徒にとっても貴重な機会となりました。来賓の教
育委員会の方や同学園教員からは、「心に残る式典になりました」と感想をいただくなど、充実した式
典となりました。
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あきるのクラブ、余暇活動への支援(2010年度)
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横河武蔵野フットボールクラブと特別支援学校の交流イベント

2010年11月20日（土）および28日（日）に開催された、サッカーJFLの公式戦へ、横河武蔵野フットボー
ルクラブ（武蔵野FC）が東京都立特別支援学校の児童・生徒を招待しました。当社は武蔵野FCのオフィ
シャルクラブスポンサーであり、当社グループの社員も選手として活躍しています。昨年度に引き続き、
東京都特別支援学校長会を通じて呼びかけを行い、12校から約130名のお申し込みをいただきまし
た。

児童・生徒は、試合中の熱い応援だけでなく、試合終了後に選手と一緒にリフティングをしたり、スピー
ドガンコンテストやキックターゲットにチャレンジしたり、サッカークリニックに参加するなど、サッカー
選手との交流会も楽しんでいました。参加した児童・生徒から「来年も必ず応援に来ますので、絶対に
勝ってください」「パスしたボールを選手がヘディングで返してくれて、嬉しかったです」「とても楽し
かったので、また参加したいです」などの感想をいただきました。選手から児童・生徒へ「何事もポジ
ティブに“やればできる”と信じることが大切」「やりたいことのイメージを膨らませて、実現できるという
気持ちを強く持つことが大事」とエールをおくりました。

「外国語で遊ぼう！」

2010年7月10日（土）、特別支援学校　都立あきる野学園のPTAが中心となって活動している余暇活動
「あきるのクラブ」のプログラムの１つとして「外国語で遊ぼう！」を開催しました。

このプログラムは、「あきるのクラブ」から要請をうけて、当社の社員が中心となり家族や友人の協力の
もと実現した活動です。

参加した特別支援学校の児童・生徒の皆さんからは「動物の鳴き声やボディランゲージなど、日本語、
英語、インドネシア語の違いを楽しく学べました。」「英語の歌と日本語の歌を一緒に歌えて、とても楽し
かったです。ぜひ、また来てください。」という感想が寄せられました。

試合観戦中 抽選で当たったユニフォームに
サインをする武蔵野 FC 監督

試合後の交流会。
参加者からパスされたボールを
ヘディングで返す選手
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動物の鳴き声を
英語やインドネシア語で発声

ジェスチャーをつけて
英語で歌います

参加した皆さん



あきるのクラブ、余暇活動への支援(2009年度)
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YOKOGAWAは、都立あきる野学園の保護者が中心となって活動している余暇活動「あきるのクラブ*」のイ

ベントに、社員ボランティアが中心となって参加・支援をしています。

ヒップホップダンス教室

2009年2月22日（土）、12月19日（土）、および2010年1月23日（土）、YOKOGAWAは「あきるのクラブ」の
プログラムの１つとして「ヒップホップダンス教室」を開催しました。このプログラムは、「あきるのクラ
ブ」から要請をうけて、社員ボランティア、およびダンスクラブ「O.T.CREW」の皆さんにご協力いただき、
今年度初めて開催したものです。

子どもたちは、メンバーによるヒップホップダンスのステージを楽しんだあと、ダンスの基本ステップ
を覚えて、音楽に合わせてヒップホップダンスを楽しんでいました。

中でも、12月19日（土）はクリスマスイベントということもあり、子どもから大人まで300名を超える参加
がありました。社員ボランティア、およびダンスクラブ「O.T.CREW」によるヒップホップダンスを披露し
たあと、参加者全員で「恋人たちのクリスマス」に合わせた振り付けを練習し、最後は300名による壮大
なヒップホップダンスでイベントを盛り上げました。

横河武蔵野フットボールクラブと特別支援学校の交流イベント

2009年11月21日（土）および29日（日）に開催された、サッカーJFLの公式戦へ、横河武蔵野フットボー
ルクラブ（武蔵野FC）が東京都立特別支援学校の児童・生徒を招待しました。当社は武蔵野FCのオフィ
シャルクラブスポンサーであり、当社グループの社員も選手として活躍しています。当社は東京都特別
支援学校長会を通じて呼びかけを行い、８校から８０名を超える方からお申し込みをいただきました。

児童・生徒は、試合中の熱い応援だけでなく、試合終了後に選手と一緒にリフティングをしたり、スピー
ドガンコンテストやキックターゲットにチャレンジしたり、ミニゲームに参加するなど、サッカー選手と
の交流会も楽しんでいました。「初めて本物のサッカーボールを触りました」「選手と直接話をすること
ができて、嬉しかったです」「とても楽しかったので、また参加したいです」などの感想をいただきました。
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高尾山ボランティア登山

2009年10月10日（土）、YOKOGAWAの社員ボランティアおよび同好会山岳部とラグビー部は「あきる
のクラブ」のイベントの１つである「高尾山登山」に参加しました。地域ボランティアの方々とともに、障
害のある子どもたちと一緒に高尾山の山頂を目指しました。
今回の登山には車イスの子どもも５名参加しましたが、初めて山頂まで登った子どもから「山頂は気
持ちがいいですね。」と笑顔で声をかけられ、車イスを押しながら一緒に登ったYOKOGAWAの社員ボ
ランティアも、嬉しそうに「本当に気持ちいいですね。」と笑顔でこたえていました。

* 「あきるのクラブ」について

「あきるのクラブ」は、障害のある子どもたちの豊かな生活と生涯学習につながる地域活動・余暇活動
の企画・運営に取り組み、家族を含めて支援する組織で、都立あきる野学園の保護者が中心となり、２
００４年６月に活動を開始しました。

「選べるプログラム」「在校生に加え地域の児童・生徒・成人も対象とする」「地域生活のためのネットワ
ークづくり」に留意した取り組みで、２００４年度から文部科学省や東京都などから様々な事業を受
託しています。
２０１０年度も、東京都から「放課後子供教室」事業を受託し、例年どおり年１２回のイベントを開催
する予定です。



地域の子育て・教育支援（2010年度）
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武蔵野市立第五中学校「働く人の話を聴く会」で講演

YOKOGAWAは、地域社会の一員として、未来の人材育成や学校教育のサポートに取り組んでいます。
その一環として、当社社員で横河武蔵野フットボールクラブコーチの池上が、東京都武蔵野市立第五
中学校の「働く人の話を聴く会」（9月10日開催）で、「働くこととサッカーを続けること」というテーマで
講演をしました。

「働く人の話を聴く会」は、職場体験実習の事前学習として2年生84名を対象に企画されたイベントで
す。講演を聞いた生徒からは、「やりたいことや夢をみつけたい」、「何にでもチャレンジする姿勢や、一
生懸命取り組むことの大切さを学んだ」「自分も好きなことと仕事を両立したいと思い、将来を考える
上で今回の話はとても参考になった」などの感想が寄せられました。



地域の子育て・教育支援（2009年度）
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同好会管弦楽部「アンサンブル横河」、ポピンズナーサリーでミニ音楽会を開催

2010年2月6日（土）、当社の同好会管弦楽団である「アンサンブル横河」は、当社の本社敷地内にある
東京都認証保育所「ポピンズナーサリー武蔵野」でミニ音楽会を開催しました。2008年度のクリスマス
コンサートが好評で、ひきつづき2009年度も開催したものです。当日は、子どもたちと保護者、関係者
合わせて約30人がアンサンブル横河の演奏を楽しみました。



地域とのコミュニケーション
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YOKOGAWAの本社は、東京都武蔵野市の閑静な住宅街に隣接しています。長年地域の中に溶け込み、文

化・スポーツ・市民生活を通じて地域と共に歩んできました。また、世界に広がるYOKOGAWAグループの各

拠点においても、地域との交流を活発に行っています。

YOKOGAWAの企業理念である「良き市民」が実践されているのです。

地域の防災・清掃活動

事業所周辺の清掃活動への参加や防災施設の整備
など、地域の安全衛生の向上に取り組んでいます。

横河まつり

社員や家族の慰労、地域とのコミュニケーションを
目的に、毎年夏祭りを開催しています。

地域スポーツ振興

YOKOGAWAでは、同好会活動や社員のボランティア活動を軸に、地域のスポーツ振興に貢献しています。

ラグビー
ラグビー部は、2008 年に地域に根ざしたクラブチー
ムを目指してチーム名称を「横河武蔵野アトラス
ターズ」と改め、本拠地の武蔵野市と協力してスポー
ツイベントを開催しています。
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サッカー
YOKOGAWA は、武蔵野地域のクラブチームである

「横河武蔵野フットボールクラブ」の活動を、全面
的に支援しています。



地域の防災・清掃活動
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YOKOGAWAは、企業理念の「良き市民」を念頭に、事業所周辺の清掃活動への参加や防災施設の整備な

ど、地域の安全衛生の向上に取り組んでいます。

「地域の防火防災功労賞」で最優秀賞を受賞

2010年1月、東京消防庁から「第6回地域の防火防災功労賞」が発表され、当社が最優秀賞に選出され
ました。この表彰は阪神・淡路大震災から10年目の節目にあたる2005年に創設されたもので、自治会
や事業所などの取り組みを紹介し、地域の防災に対する意識と行動力を向上させることを目的として
います。今回の応募総数は148件。最優秀賞が4件、優秀賞が6件選ばれました。表彰された10件中、当
社は唯一、民間企業として選出されました。

当社では、夜間・休日における緊急時の初動対応要員として、会社近隣に在住する社員の中から参加
者を募り、1995年に特別自衛消防隊を結成しました。主に、震災時を想定し、総合防災訓練への参加、
社屋の解体時に合わせて消防署の方と救助救出訓練や破壊訓練を実施するなど、独自の活動を行っ
ています。

当社のグラウンドは、東京都が指定する帰宅支援道路に隣接していることもあり、震災時には、エイド
ステーションとなることを想定しています。そのため、グラウンド内には２０基の仮設トイレを準備し、
飲料水や生活用水を確保するために井戸と浄水器を設置するなど、苦労して徒歩で帰宅される方が少
しの間だけでも安らぎ、活力を取り戻していただける場となることをめざしています。また、このグラウ
ンドと構内の一部は、2006年と2009年に、武蔵野市の総合防災訓練のメイン会場として使用されるな
ど、地域住民の防災力向上に寄与しています。

今回の受賞は、これら地域の防災活動に対する貢献が総合的に高く評価されたものです。この受賞を
励みに、当社は今後も地域に根ざした防災活動を継続し、近隣の方と共に防災意識向上に貢献してい
きます。

担当者のコメント：

地域の大半が被災し、複合的な災害となる震災と向き合うとき、従来の火災中心の防災対策とは異な
る視点が必要となります。それは行政や近隣の防災組織の方との連携です。私たちは、「一企業として、
できることと、できないことを明確にする」「地域と顔の見える関係を築く」ことを念頭に、これからも地
域の皆様とともに災害に強い町づくりに参加していきたいと考えています。
横河電機　総務・広報センター総務部長　防火・防災管理者　岡部正俊
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バケツリレーの練習 防災用トイレ 防災用井戸

当社グラウンドにて地域社会の防災訓練を開催

2009年8月23日に行われた武蔵野市の総合防災訓練の会場として、当社はグラウンドと構内の一部を
提供しました。訓練には、武蔵野市、消防、警察、自衛隊、ボランティア団体、地元企業、一般市民が参加
し、横河電機の社員も運営に協力。当日は、構内の各所で放水訓練、はしご車救助訓練、警察犬も登場
した建物倒壊時の救助訓練など大地震発生を想定した実践的な訓練が行われました。グラウンドには
震災対策の情報展示コーナや、煙体験、119番通報訓練など参加者が正しい知識を学び、体験できる
場も設けられました。また、看護大学生が高校生や災害ボランティアに傷病者用のメーキャップをして
迫真の演技も指導、医師会のトリアージ訓練を盛り上げていました。
今後も当社はこのようなイベントに積極的に協力し、地域の防災意識向上に貢献していきます。

東京都武蔵野市「市内一斉清掃」への参加

地域社会との共生、日頃利用している道路の環境保全という観点で、東京都武蔵野市の「市内一斉清
掃」へ毎年継続して参加しています。

2009年度「ごみゼロ・デー武蔵野市内三駅周辺清掃」参加実績（三鷹駅）
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実施日
2010年5月30日（日）
2009年11月29日（日）
2009年5月31日（日）

YOKOGAWAグループおよび家族の参加者数
94名
130名
141名

「富士山をいつまでも美しくする会」の富士山一斉清掃に参加

2010年8月21日(土)、富士山の環境美化に努める「富士山をいつまでも美しくする会」の活動に当社か
ら3名の社員が参加し、富士山の清掃を行いました。
今回の清掃は、標高3,700メートルの5合目、第二駐車場からのスタートで、気温は地上より約10度低か
ったにもかかわらず、登山を兼ねての汗ばむ活動となりました。参加者からは「富士山の素晴らしい風
景、澄んだ空気に触れて大変充実した一日になりました。」「次回もぜひ参加したいです。」との感想が
寄せられました。

横河マニュファクチャリングの事業所周辺の清掃活動

横河マニュファクチャリングの各事業所では、毎年
定期的に、周辺地域の清掃活動を実施しています。

小峰工場で実施したあきる野市内の清掃の様子
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太陽エネルギーによる災害用発電設備

地球環境にやさしい発電設備

太陽光発電システムは、無限の太陽エネルギーを活用した地球にやさしいクリーンな発電設備です。
YOKOGAWAではNEDO（新エネルギー・産業技術総合開発機構）と協力して工場の屋上に60kWの防
災型太陽光発電システムを導入しました。

災害時に市民のライフラインを確保

太陽光はライフライン停止時の独立型エネルギー源として大変有効です。
発電システムには蓄電池が設けられ、たとえ発電できない夜間でも証明設備に14時間、通信設備に24
時間、放送設備に12時間、揚水ポンプに1.8時間（2万人分の飲料水）の電力を賄うことを想定しています。



横河まつり
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YOKOGAWA本社前のグラウンドにおいて、毎年７月最終金曜日の夕刻から「横河まつり」を開催していま

す。横河まつりは、役員・マネジャーが店を出し、部下やその家族に対して日頃の労をねぎらうという趣旨で

スタートしました。普段の上司－部下という関係がこの日だけは逆転します。また、「横河まつり」は社員だ

けが楽しむのではなく、日頃お世話になっている地域の方々にも楽しんでいただこうと一般にも開放してい

ます。毎年1万5千名を超える方が集まる、地域でも注目されるイベントになっています。



ラグビー
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横河電機ラグビー部は、2008年に地域に根ざしたクラブ

チームを目指してチーム名称を「横河武蔵野アトラスター

ズ」と改めました。

ラグビー教室やラグビーフェスティバルを開催するなど、

本拠地の武蔵野市と協力し、ラグビーの普及やスポーツを

通じた青少年の育成に取り組んでいます。



ラグビーフェスティバルinむさしのⅨ
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2010年6月26日および27日の２日間、当社グラウンドにおいて地域との交流やスポーツ振興を目的に、当

社及び武蔵野市ラグビーフットボール協会の共催で「ラグビーフェスティバルinむさしのⅨ」が開催されま

した。

26日は｢横河武蔵野アトラスターズ　ファン感謝デー｣が行なわれ、小学生を対象とした「タグラグビー」教

室などを実施、27日は地域ラグビーチームによる7人制ラグビートーナメントや、武蔵野東技能高等専修学

校と元日本代表選手との試合などを行いました。

武蔵野東技能高等専修学校との試合では、障害のある生徒も無い生徒も一丸となってゲームを楽しみまし

た。同校キャプテンの藤原さんからは、次のような感想をいただきました。

「本校ラグビー部１０周年という大切な日に横河電機の人工芝の素晴らしいグランドでラグビーができ、ま

たラグビーフェスティバルのイベントとして元日本代表の方々と試合を行い大変良い経験ができました。こ

のことを忘れず、本校ラグビー部を応援して下さる方々が沢山いることに感謝し、一日一日を大切にして秋

の大会に向けて頑張っていきます。」

横河武蔵野アトラスターズ　ファン感謝デー

タグラグビーを体験 アトラスターズの選手と交流

武蔵野東技能高等専修学校と元日本代表選手との試合

元日本代表を相手にアタック 元日本代表選手に果敢にタックル



サッカー
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横河武蔵野フットボールクラブは、特定非営利活動法人武蔵野スポーツクラブが運営しているクラブチー

ムで、現在は日本フットボールリーグ（JFL）に加盟しています。ジュニアやユースのチームも併設され、全国

大会に出場するなどの実績をあげています。

横河電機サッカー部として創部された歴史を持つことから、

YOKOGAWAは、横河武蔵野フットボールクラブの活動を全面

的に支援しています。

横河武蔵野フットボールクラブは、「地域の誇り」「社会への貢

献」「スポーツ文化の醸成」の3つをを基本理念の柱に据えて活

動しています。地域の小学生や親子を対象としたサッカー教室

の開催、小学生チアリーディングクラブとの交流など、地域に密

着した活動で、スポーツを通じた社会貢献を実現しています。

2009年度は、12回のサッカー教室や選手との触れ合いイベン

トを開催し、 合計で約500名の方々にご参加いただきました。



JFA「夢の教室」で当社の選手が講師を担当
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2010年2月18日、東京都武蔵野市立第一小学校で開催された日本サッカー協会主催の「夢の教室」に、当社

社員で横河武蔵野フットボールクラブ選手の瀬田達弘が講師（夢先生）として参加しました。

1時間目の授業では、グループに分かれてボールを使ったゲームを行い、「ルールを守ること」や「チーム

ワーク」の大切さを子どもたちに体感してもらいました。2時間目の授業では、子どもの頃からプロのサッ

カー選手になる夢をもち続け、様々な壁を乗り越えてきたこと、後にプロのサッカー選手になるという夢を

諦め、新たに仕事のプロになるという夢を持って、サッカーを続けながら仕事を頑張っていることなど、講

師自身の体験を語り、子どもたちに夢を持つことの大切さを伝えました。

参加した生徒の中には、将来オリンピックの選手を目指している生徒もおり、「疲れたとき、辛いときに諦め

てしまうことがあるが、先生の話しを聞いてもっと頑張ってみようと思った」「目標や計画をしっかり立てて

毎日を過ごそうと思う」「何でも積極的にチャレンジしていきたい」といった感想が寄せられました。また、

「とても辛いとき、どうやって乗りこえましたか？」という質問が出され、講師の瀬田は、「何のために自分は

それをやっているのかを、もう一度よく考えてみる。自分はサッカー選手になりたいという夢があったので、

辛いことを乗り越えることができた。失敗は成功の元。何事もチャレンジが大事です。」とエールをおくりました。

講師プロフィール

経営管理本部　総務・広報センター
瀬田 達弘

千葉県出身。八千代高校時代にインターハイ優勝を経験し、東
京学芸大学に進学。卒業後の2006年にJFL（日本フットボール
リーグ）の横河武蔵野FCに加入。安定感のある守備と的確な
コーチングでセンターバックとして活躍。2年目からはチーム
の中心選手としてプレーし、3年目となる2009年は副キャプテ
ンを務め、準優勝に貢献した。4年目の2010年シーズンはキャ
プテンを務め、リーグ優勝を目指す。

夢の教室

日本サッカー協会では、人格形成において重要な時期であり、目的と手段を合わせて考えることができ
るようになる小学5年生を対象に「夢の教室」を開催しています。スポーツで活躍をしている現役選手
やOB/OGを「夢先生」として小学校に派遣し、「夢を持つことの大切さ」「仲間と協力することの大切さ」
などを講義と実践を通じて子どもたちに伝えています。



豊かな人間社会の実現に向けて
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地域貢献活動のうち「心」をテーマとする活動では、地域や社会の豊かな環境づくり、人間性の育成、伝統

的な文化・芸術活動などの支援を通じて、人々に心の安らぎや潤いを与える活動を行っています。

これまでYOKOGAWAは、史跡・文化の調査・保存活動や交響楽団の活動などに対して支援を行ってまいり

ました。鎌倉の建長寺法堂に奉納した「雲龍図」の制作、京都の建仁寺法堂の「双龍図」の制作、東大寺本坊

襖絵の制作などを支援しています。

東大寺襖絵　奉納式
写真提供：日本経済新聞社

建長寺｢雲龍図」

東大寺襖絵制作中の小泉淳作氏



社会的課題への取り組み
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市場経済がグローバル化する中で、企業活動が社会に与える影響も拡大しています。YOKOGAWAも世界

各地のお客様やサプライヤー様と取引をしており、直接的・間接的に世界中の人々と繋がっています。

世界で深刻化する地球環境問題、食料難、貧困や教育などの課題に対して、YOKOGAWAはグローバル市場

でビジネスを行う企業としての責任を果たしていきます。健全で利益ある経済活動は、健全な地域を土台

として成り立つと考えます。

YOKOGAWAは、世界各国の拠点で社員のボランティアによる人道支援や災害支援を行うなど、地域の社

会的課題に取り組んでいます。さらに、NPO、NGOへの支援や協働を通じて、貧困や人権といった、グローバ

ル課題へも取り組んでいきます。



古本・CDのリサイクルを通じた途上国の教育支援

2009年11月から、YOKOGAWAは、不要になった本、CD、DVD

などを、アフガニスタンやスーダンなどにおける教育支援事

業に役立てる社会貢献プログラム 「Book Magic」へ参加して

います。2009年度は東京都武蔵野市と山梨県甲府市の事業

所を合わせて50ヶ所に回収ＢＯＸを常設し、2010年9月まで

に約6,700点が集まり、134,549円の寄付を行いました。

参加した社員からは、次のような感想が寄せられました。「同

じ地球に生きるだれかに幸せを感じてもらうことができると

思い、参加しました。」「本を売りに出したり、資源ゴミに出した

りするのは抵抗がありますが、Book Magicのおかげで部屋が

片付き、本を処分する時の罪悪感もなく、社会に貢献ができま

した。一石三鳥のうれしい制度です。」
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武蔵野市

甲府市

計

3,927

2,795

6,722

本、CD、DVD
総数

98,881

35,688

134,549

寄付金額
（円）

回収BOX

特定非営利活動法人ジェンでは、現地の学校で次のような支援活動を実施しています。当社からの寄付金

は、活動資金の一部に充当されます。

・ アフガニスタン：　井戸の建設、窓やドア、トイレの設置、衛生教育

・ イラク：　壁のペンキ塗り、貯水タンクの設置、手洗い器の設置、衛生教育

・ スーダン：　井戸の建設、手洗い器の設置、衛生教育
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スーダン：学校の校庭に完成した井戸に
集まる子どもたち

イラク：学校に新設した水飲み場で
衛生教育をうける子どもたち



カンボジアの小学校への支援
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当社を定年退職したOBのグループが中心となり、2003年から継続してカンボジアの小学校を支援していま

す。その活動の一端をご紹介します。

当社OB 小木曽（60イカス会小学校訪問ツアー団長）のコメント：

　1960年に横河電機製作所に高卒入社した私達は「６０（ろくまる）イカス会」という同期会

を作りました。定年を迎えるにあたり、６０イカス会では「先輩や同僚をはじめとする多くの

方々への感謝の気持ちと、更に楽しい第２の人生への思いを込めて、カンボジアに小学校を

作ろう」との呼び掛けを行いました。この呼びかけに対し、46名の有志からの寄付と世界銀

行からの援助を得て、2003年10月、小学校の校舎が完成しました。場所はアンコールワット

遺跡で有名なシェムリアップ市から南東に140Kｍ、コンポントム州の街から更に約40kmの

僻地で、現在でも電気も水道も無い農村です。

　2004年1月の開校式には60イカス会のメンバー16名が訪問し、生徒や保護者の歓迎を受

けました。帰国後、支援を継続するための基金を設立し、多方面の方々にご協力いただきつ

つ毎年この小学校を訪問し、交流を続けています。これまでに、学校のシンボルである校門

の建設、書棚と民話100冊の寄贈、ブランコ・滑り台・鉄棒等の遊具の建設、朝食を食べて来

られない生徒のための炊事小屋と井戸の建設などを行ってきました。

　2009年と2010年は運動会を実施し、生徒と一緒にラジオ体操、応援合戦、玉入れ、徒競

走、リレー、綱引き等の競技を行いました。

　カンボジアはクメール語なので当初は意志の疎通が困難でしたが、日本語の「おはよう」

「こんにちは」「ありがとう」を教えたり、下校前の掃除の実施を気長に教えたりした結果、最近

は生徒達もすっかりうち解けて、笑顔でどんどん近寄ってくるようになりました。体力の続く限

りこの活動を継続し、キラキラと輝く瞳と笑顔に元気をもらいたいと思います。(2010年3月)

教室で交流

ハモニカの演奏を聴いてもらいました。その他、日本語の挨拶、歌や踊りの披露、凧作り、折り紙、紙ヒ
コーキ作りもやりました。また、生徒達がカンボジアの歌を合唱してくれるなど、毎回色々な趣向で交流
しています。
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カレーライス作り

近所に住むお母さん達が鍋等を持ち寄ってくれ、一緒にカレーを作っています。給仕が始まると、並ぶ
習慣がないのか生徒達が群がってきますが、喧嘩などは全くありません。

運動会

玉入れも綱引きも日本の小学校と全く同じ光景でした。生徒達はみんな自分がやりたくて我慢できな
いようで、いつの間にか最初に決めた人数よりも増えています。



ランドセルは海を越えてキャンペーン
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YOKOGAWAは、2008年度に引き続き2009年度も、（株）クラレが主催する「ランドセルは海を越えて」キャ

ンペーン活動に参加しました。

アフガニスタンやモンゴルの子どもたちへの教育支援を目的に、社員から思い出のつまった使用済みのラ

ンドセルと不要になった文房具を収集し送付しました。

社員から提供されたランドセルや文房具

ランドセルや文房具を受け取り喜ぶアフガニスタンの子どもたち



社員食堂での募金付きヘルシーメニュー
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横河電機本社の社員食堂では、2009年度より、毎週月曜日に募金付きの特別メニュー、「ハートフル・ヘル

シー・メニュー」を提供しています。このメニューを購入すると、１食につき20円の寄付金が、財団法人ジョ

イセフを通じてアフガニスタンなどの開発途上国へ贈られ、農作物の苗を購入する資金となります。

メニューの内容はカロリーや栄養バランスに配慮したものとなっており、社員の健康増進に役立つと共に、

苗の購入資金を提供することで、発展途上国の食料自給や自活を支援しています。

2009年4月から活動を開始し、2010年9月までに約2,300食のハートフル・ヘルシー・メニューを販売し、オレ

ンジの苗388本分に相当する寄付を行いました。

ハートフル・ヘルシー・メニュー オレンジの苗の植樹



福祉自販機の設置
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2008年9月、YOKOGAWAは、東京都武蔵野市の構内および近隣地域に、SELP（Support of Employment, 

Living and Participation）自動販売機を1台ずつ設置しました。2009年度は、さらに、東京都あきる野市、東

京都青梅市、東京都立川市、山梨県甲府市、山梨県上野原市の各地域で、当社グループの事業所構内に

SELP自販機を設置しました。この自動販売機で飲み物を購入することにより、代金の一部が日本セルプセン

ター（NPO法人）を経由して障害を持つ人たちの就労支援に活用されます。

本社構内では、通常の自動販売機と並べてSELP自動販売機を設置しています。SELP自動販売機の売り上げ

は、以前、同じ場所にあった通常の自動販売機と比べて約3割増えました。多くの社員が社会貢献を意識し

て行動していることの現れと言えます。

YOKOGAWAは、障害のある方の就労に関して、自社での雇用を促進するだけではなく、地域社会における

就労の機会を拡大できるようにさまざまな働きかけを行っています。今回のSELP自動販売機の導入は、こ

のような取り組みの一環です。

※日本セルプセンターについて　

　障害者の自立支援を目的に、障害者の職業訓練や就労施設の運営といった、さまざまな福祉事業を展開

　しています。



ペットボトルのキャップでワクチン支援
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YOKOGAWAの本社および工場では、2008年度より"エコキャップ活動"に取り組んでいます。

この活動は、ペットボトルのキャップを収集し、リサイクル資源として売却した利益で世界の子どもにワクチ

ンを寄付するというもので、エコキャップ推進協議会が推進しています。

YOKOGAWAの本社および東京都あきる野市、東京都青梅市、東京都立川市、山梨県甲府市、山梨県上野原

市、長野県上伊那郡、神奈川県相模原市、石川県金沢市、岡山県倉敷市の各地域で、当社グループの事業所

構内にペットボトルキャップの回収箱を設置し、ポスターや社内報で社員に協力を呼びかけました。2010

年9月までに約1,338,000個のキャップが集まり、エコキャップ推進協議会へ送付しました。これはポリオワ

クチン約2,200人分に相当します。

また、キャップをリサイクルすることによるCO2排出の削減効果は11,078 kgとなりました。

本社・工場の各所にキャップの回収ボックスを設置

ラオス：ワクチン接種の会場に並ぶ子ども達（左）ポリオのワクチンを接種する子ども（右）



災害復興支援
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YOKOGAWAの事業活動に関わる災害や激甚災害が発生した場合に支援を検討しています。

2010年1月28日

2009年10月8日

2008年8月5日

2008年5月15日

2007年7月24日

2006年6月21日

2005年9月9日

ハイチ共和国の大地震に対する支援

インドネシア・スマトラ沖地震に対する支援

金沢市の大雨災害に対する支援

ミャンマーのサイクロンおよび中国四川省の大規模地震の被災地に対する支援

新潟県中越沖地震の被害に対する支援

ジャワ島地震の被害に対する支援

米国の大型ハリケーンの被害に対する支援

過去の災害支援実績



2009年10月8日
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インドネシア・スマトラ島沖における地震被害への義援金拠出について

当社は9月30日にインドネシア・スマトラ島沖で発生した地震の被災地支援のため、特定非営利活動
法人ジャパン・プラットフォームを通じて100万円を寄付することを決定しました。

被災された方々に、謹んでお見舞い申し上げますとともに、被災地の一刻も早い復旧を心からお祈り
申し上げます。



地域保健センター建設支援
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インドネシアに「地域保健センター」を寄贈

当社は （認定NPO法人）ピープルズ・ホープ・ジャパン を通じて、インドネシア国セラン郡に「地域保健
センター（Poskesdes）」を寄贈しました（2009年4月）。

セラン郡はジャカルタの西80Kmの貧しい村で、お産は主に伝統的産婆による出産が多く、出産時のト
ラブルで命を落とす妊産婦や赤ちゃんが多発しています。
この状況を改善するため当NPOは、助産師の育成と妊産婦対象の保健教育を行い、安全な出産を支
援しています。しかしこの地域には今まで助産設備がなく助産師による安全な出産ができませんでした。

今回寄贈した地域保健センターは助産師が常駐し24時間体制でお産が可能となりました。この地域の
出産可能な女性人口は約500人、年間出産数は約100人です。

本センターの機能は妊産婦検診・出産介助・家族計画など産婦人科系をはじめ、急患診察や一般治療
・予防接種など一般診療所機能も複合的に兼ね備えており、今後、地域の総合保健センターとして地域
住民の健康維持に貢献することが期待されます。

地域保健センター外観 関係者の皆さん 設置された分娩台



お客様満足・品質
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お客様満足度向上のための活動

2008年度から当社のトレーニングセンターで製品講習会を受講したお客様を対象に、お客様満足度
のアンケート調査を開始しました。2009年度は調査の結果を集計・分析し、イントラネット上で社員が
共有する仕組みを整えると共に、お客様のご意見を事業活動に反映するための体制を整えました。
こういった活動を通じ、今後もお客様により満足いただける製品やソリューションを提供していきます。

品質保証

YOKOGAWAは、創業以来「品質第一」をお客様満足の基本とし、徹底した品質マネジメントを実行して
きました。国内および海外の主要関連会社でISO9001の認証を取得しており、世界同一品質を実現し
ています。

また、製品開発にあたっては常にお客様の声に耳を傾け続けており、製品の精度や機能に対しても高
い満足度を得ています。

品質保証の基本方針

創業の精神である「品質第一」に基づく顧客重視、および経営品質向上による「健全で利益ある経
営」の実現を目的とする品質マネジメントを実行する。

法令・規制要求事項および顧客要求事項を満たす製品を提供する。

国際規格ISO9001の要求事項に適合する適正水準の品質マネジメントを確立し、実行し、その有
効性を継続的に改善する。

すべての組織および要員の成果によって顧客満足を向上する。そのために、一人ひとりが「品質第
一の心」をもって良質の仕事を行う。

組織の長は、担当業務品質に直接的責任を負う。これには資源が使用できることを確実にするこ
とを含む。

1.

2.

3.

4.

5.



取引先との関わり

109

内部統制の一環として管理体制を整備

YOKOGAWAは、お客様と取引先とのかかわりを含む業務プロセス全般について、YOKOGAWAグルー
プ内部統制の一環として管理体制を整えています。サプライチェーンに関する販売と購買プロセスに
関しては、企業理念や企業行動規範に基づいた「グループ営業規程」と「グループ購買規程」を定め、公
平で公正な取引の実施を定めています。事業を行う国と地域の法令を遵守した取引を行い、環境保全
に配慮したサプライチェーンの展開に注力しています。

2008年度にJEITA*のガイドラインに準拠したYOKOGAWAグループサプライチェーンCSRガイドライ
ンを作成し公開するとともに、購買基本方針を3カ条にまとめ日常業務の指針にしています。2009年度
にはYOKOGAWAグループにおける販売プロセスと購買プロセスの責任者ネットワークを構築し、サプ
ライチェーンCSRの活動の基盤を整備しました。

購買基本方針３カ条

・ クリーン、クリアでオープンな企業風土を作り、社会から信頼される企業としてお天道様に恥じない 
   購買活動を行う。
・ グループ内の取り組みにとどまらず、お取引先を含むサプライチェーン全体でCSRに配慮した調達活
   動を推進する。
・ お取引先にはYOKOGAWAのCSRガイドラインに合致した活動にご賛同いただく。

サプライチェーン CSR
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サプライヤー様とのパートナーシップの強化

当社は定期的に主要なサプライヤー様の経営層の方
との交流を行い、パートナーシップの強化に努めてい
ます。

2010年4月に当社の本社において、主要なサプライヤ
ー様の経営層100名に参加いただき、2010年度の購買
方針説明会を開催しました。
当社の経営方針・事業計画・購買戦略について説明を
行なった後、前年度、当社の購買に多大なご協力をい
ただいたサプライヤー様をベストパートナーとして表
彰し、感謝状とトロフィーを進呈しました。

取引先とYOKOGAWAを繋ぐポータルサイト

部品の採用や設計における情報品質・作業効率を大幅に改善する目的で、取引先とYOKOGAWAの技
術者との間を繋ぐポータルサイトを開設し、運用しています。これにより、取引先から提供される正確な
情報をタイムリーに社内で共有できるようになりました。

また、部品の採用から設計まで、JEITA*が規定する統一フォーマットに準拠しているため、取引先と
YOKOGAWA双方での作業効率が向上しました。

*JEITA(Japan Electronics and Information Technology Industries Association) 
社団法人電子情報技術産業協会



ダイバーシティの観点で人財の活用を推進

社員との関わり
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YOKOGAWAにとって、社員は貴重な「人財」です。
「YOKOGAWAグループ行動規範」の中で、あらゆる人の尊厳と基本的人権の尊重を謳い、人種・国籍・
性別・宗教・年齢・障害の有無などに関係なく、多様な人財が活躍できるよう、さまざまなキャリア開発
の機会を提供するとともに、積極的にワークライフバランスや障害者雇用を推進しています。



グローバルな人財育成と活用
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人財本部

マネージャ

ダルマンファトマディアン

フィールド機器事業センター

営業グループ長

アスパー ケルシ　フラムジ

グローバルに事業を拡大する中で、多様な人財を有し活用し続けることは、YOKOGAWAの強みであり、必

要条件でもあります。海外のみならず、日本の本社においても多様な人種・国籍の人財を要所に配置し、グ

ローバルな視野で意思決定が行える体制を整えています。

また、YOKOGAWAは人権の国際基準を順守し、社員の業務遂行に際し地域的・文化的な違いに配慮すると

共に、人種・国籍・性別・宗教・年齢・障害の有無などによる差別を行わないことをコンプライアンスガイドラ

インに定め、グループ全体に徹底しています。

多様な人財によるチームを結成しコミュニケーションを促進することで、社員各人は新たな考え方に接す

る機会を得ています。このような環境の中で、これまでとは異なるソリューションやイノベーションが生まれ

てくるのです。

ここでは、YOKOGAWAのダイバーシティ施策に関して、当社の本社で活躍している社員のコメントを紹介し

ます。
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113

「YOKOGAWAのグローバル化に対する決意を実感しています」

私は、グローバル人財マネージメントの担当として横河電機の本社

へ異動してきました。ありがたい機会であると同時に、これまでとは

異なる環境で仕事をすることは、私にとって新たな挑戦でした。本

社のメンバーに対して最初に感じたのは、彼らは私がどこから来た

のかなど、まったく気にしていない、ということでした。つまり、彼ら

はダイバーシティ（多様性）を尊重しており、国籍によって人の扱い

を変えるようなことはしないのです。

私があまり日本語をしゃべることができないため、同僚とコミュニ

ケーションするときには、お互いに色々な手法を使います。彼らは

一生懸命、意思を伝えようとしてくれるのですが、そういった姿勢こ

そが、良いコミュニケーションの基本ではないかと思えます。ジェス

チャーを使ったり、絵を使ったり・・・思い出すと、可笑しくなるような

やり方も色々と試しました。

このような態度や振る舞いは、グローバル化が加速する現在、益々重要になってきています。ダイバーシ

ティを尊重することこそが、組織において最も効果的に各人の力を組み合わせ、発揮させるためのポイント

となります。考え方や振る舞い方などにおいて、全員が一つのスタイルに合わせる必要はありません。それ

ぞれ異なるからこそ、一人でやるよりも素晴らしい結果を生み出すことができるのです。世界中の全ての人

は、何かしらの才能を持っているはずです。それらを持ち寄って皆が協力すれば、驚くような成果を達成で

きるのではないでしょうか。

色々な経験を通して日本の文化を学ぶにつれ、日本の本社のやり方もだいぶ見えてきました。そして、他の

拠点と本社で異なる点について、どうやったら溝が埋まるのか、また、共通点は何なのか、を考え続けてい

ます。基本的に同じゴールや枠組みを目指しているのですから、異なる点や、また先に述べたような言葉の

問題があったとしても、乗り越えられるはずです。また、私はメンバーの強みを活かし、期待されている以上

のことに挑戦するよう、助言してきました。お互いに多くのことを学んできたと思います。

共通点を見つける努力を続けるうちに、本社のメンバーのグローバル化に対する決意を実感するようにな

りました。例えば、海外拠点への対応能力を強化するための、メンバーの支援を依頼されたりもしました。当

社の人財本部では、昨年から、異文化コミュニケーションをテーマとする新しい教育プログラムを開発し、

新入社員や海外赴任前の社員を対象に実施しています。こういったプログラムを提供することにより、その

対象者は、異文化間での個人同士のコミュニケーションの取り方について、より深く理解することができる

ようになっています。こういった例からも、YOKOGAWAの本社が、ダイバーシティやグローバル化にいかに

本気で取り組んでいるかがわかると思います。

人財本部　マネージャ
ダルマン ファトマディアン
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ダイバーシティに関するこれからの私の課題は、人財の分野において、YOKOGAWAの本社と海外拠点の間

をより強固に結びつけることです。ときおり、海外拠点のメンバー全てが必ずしも日本の本社のやり方を良

く理解している訳ではない、と思えるような事例を見ることがあります。我々は、そういった彼らの要求に適

応しながら、彼らの力を活かしていく必要があります。なぜなら、それが我々のビジネスを成長させるため

の鍵となるからです。世界中の拠点に存在する、様々なバックグラウンドを持つ大勢の社員を巻き込んでこ

れを成し遂げるのは難題でしょう。しかし、ダイバーシティを尊重する、という基本的な風土があるのですか

ら、近い将来、必ず実現できると信じています。
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「YOKOGAWAにとって、ダイバーシティは極めて重要な要因です」

ー当社の人財活用の方針についてどのように感じていますか。

これまでに多くの機会を与えてもらい、成長することができました。

この会社の社員であることに誇りを感じます。色々な事業や地域、

国でこれまで経験を積んできましたが、YOKOGAWAが産業オート

メーション分野で世界のリーダーになるために自分の役割を果た

すのは、困難な作業ではありましたが、得るものも大きかったと感

じています。YOKOGAWAの「Vigilant」の精神を拠り所にして、これ

までやってきたのです。

さて、YOKOGAWAの人財活用の方針についてですが、私は日本の

本社に赴任したばかりで、意見を言うには少し早すぎるかもしれま

せん。ただ、グローバル企業にとって、人財に関する方針が非常に

大切である、ということだけは言えると思います。今日の世界では、

市場やビジネスの状況が目まぐるしく変化しています。我々は、将来

に渡ってYOKOGAWAを世界のリーダーへと導いていけるような人

財を見出し、育てていかなくてはなりません。YOKOGAWAは、現在

大きな課題に直面しています。日本国内の市場は飽和しており、グ

ローバル競争が激しさを増しています。このような状況で、ダイバー

シティ（多様性）は、極めて重要な要因といえるでしょう。多様性を実

現することこそが、グローバル化実現の基礎となるからです。

フィールド機器事業センター
営業グループ長
アスパー ケルシ　フラムジ

ー多様性は、それほどまでに重要なのでしょうか。

グローバル企業の場合、多様な人財を有することが強みとなります。世界中から、優れたプロフェッショナル

が集まります。彼らは宗教や生活など、様々なバックグラウンドを持っています。そういった多様な人財のミ

ックスから、ハイブリッド・リーダーとも呼べるような人たちが出てくると思います。ハイブリッド・リーダー達

は、世界が変化することに対して肯定的です。具体的には、バラク・オバマ氏、カルロス・ゴーン氏、インドラ・

ノーイ氏、などですね。ゴーン氏は、フランス、レバノン、ブラジルの多重国籍を持っており、フランスの自動

車メーカー、ルノーと、日本の日産を経営しています。ノーイ氏はインド生まれで現在はアメリカの市民です

が、ペプシコのCEOを勤めています。彼女は、いずれアメリカの政治に参画したい、と語っていますね。

こういったリーダーが、様々な人たちから成るチームを率いると、高度なイノベーションを生み出す素地が

生まれ、そこから創造的なソリューションやアイディアが生まれます。様々な生き方に触れ、異なる国の人の

考えを学ぶことは、多様な視点や考え方を持つことに繋がり、チームのメンバーが学び合う、充実した職場

環境ができるわけです。ですから、YOKOGAWAの将来を考える上で、ダイバーシティを重視する必要があ

るのです。
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ー今後、YOKOGAWAにどのように貢献していこうと考えていますか。

私はテスター、測定器、産業オートメーションシステム、現場計器、マーケティングなどの分野でこれまで24

年間働いてきました。現在、我々は、東南アジア市場の特定の製品分野におけるNo.1を目指しています。こ

れを達成するためには、トータルなソリューションによって製品やサービスを差別化したり、より一層お客

様に貢献したり、といった粘り強い努力が必要です。私は過去にグローバル営業チームを率いた経験を活

かし、YOKOGAWAがその事業分野におけるリーダーとなるよう、努力していきたいと思います。

頭で考えるだけでなく、熱い思いで行動すれば、きっと達成できると思います。

ー当面の課題は。

そうですね。最も苦心しているのは、コミュニケーションです。言語のハードルというのは、やはり厳しいも

のです。しかし、私の周りのメンバーは非常に親切で協力的なのです。私のために、これまでのやり方を変

えることを厭いません。それからもう一つ、日本の文化を理解し、部下達が現状の枠組を超えて将来を見通

せるよう支援したいですね。そしてグローバルな競争力を強化し、世界市場における目標を達成したい、と

考えています。
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企業理念

YOKOGAWAの企業理念は、「豊かな人間社会の実現」を企業の存在目的とし、社員に「よき市民」であ
ることを求めています。

この企業理念は社員一人ひとりに浸透しています。この企業理念に基づき、YOKOGAWAは計測・制御・
情報の技術で、生活を支えるエネルギー、情報通信、上下水などの社会インフラに貢献し、また、産業イ
ンフラの効率運用と労働者の安全に貢献しています。また、世界各国のYOKOGAWAの拠点では、地域
の災害支援や社員のボランティアによる人道支援が活発に行われています。

企業行動規範

企業行動規範の５つの柱のひとつに、人権の尊重を掲げ、あらゆる人の尊厳と基本的人権を尊重する
ことを明示しています。あわせて、具体的な行動指針として、健全な職場の維持、嫌がらせ・差別・プライ
バシー侵害をしないことを定めています。

YOKOGAWAグループマネージメント規定

YOKOGAWAグループマネージメント規定は、グループの経営に必要な基本方針を定めた文書体系
で、YOKOGAWAグループ全体に適用されています。この中に、人権、法令順守、労働安全衛生などに関
する具体的なルールやガイドラインが示されています。

例えば「YOKOGAWAグループコンプライアンスガイドライン」では、人権に関して次のように定めてい
ます。

YOKOGAWAは、企業理念、企業行動規範、YOKOGAWAグループマネージメント規定において、人権尊重を

グループ全体の方針として明確に定めています。また、人権侵害を未然に防ぐ手段として、YOKOGAWAで

働く人すべてを対象とする、「相談・通報窓口」を設けています。
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（以下、「YOKOGAWAグループコンプライアンスガイドライン」より抜粋。）

03 基本的人権の尊重
　私たちは、YOKOGAWAグループがかかわるすべての人々の基本的人権と個人の尊厳を常
に尊重します。

27 機会均等
　私たちは、社員一人ひとりの基本的人権を尊重します。人種・肌の色・国籍・性別・宗教・年
齢・社会的身分・障害・その他 YOKOGAWAグループの正当なビジネス上の利益と関係しない
要素に基づく差別を行わないことがYOKOGAWAグループの基本方針です。また、事業を行う
各国、地域の法令、個々の労働契約などの取り決めを遵守の上、十分なコミュニケーションを
通じて労使間の信頼関係の維持・発展に努めます。

28 強制労働・児童労働の禁止
　私たちは、世界のいかなる職場においても、強制労働および児童労働を禁止します。いかな
る形態においても、労働を強制し、また本人の意思に反して就労させることは許されません
し、各国における就業最低年齢に満たない児童を就業させてはなりません。取引先など、たと
え間接的なかかわりの場合でも、非人道的な行為に加担することがないように注意しなくて
はなりません。

29 健康・安全の確保
　私たちは、労働安全衛生に関連する法律を遵守するとともに、必要な自主基準を設け、安全
衛生の向上に努めます。YOKOGAWAグループで働くすべての社員の安全の確保、健康の維持
増進を推し進め、快適な職場環境の実現に向けて計画的に改善に取り組みます。社員一人ひ
とりは、決められた安全・衛生対策に協力し、行動しなければなりません。

30 嫌がらせ（ハラスメント）の禁止
　セクシャルハラスメントやストーカー行為、パワーハラスメントなど、一切の嫌がらせ（ハラ
スメント）行為を行ってはなりません。私たちは、一人の人間としてお互いを尊重し、嫌がらせ
行為を許さない企業風土を築いていきます。

サプライチェーンにおける人権配慮

YOKOGAWAは、グループマネージメント規定に基づいて、サプライチェーンにおける人権に配慮して
います。「サプライチェーンCSRガイドライン」の中で、強制労働の禁止、非人道的な扱いの禁止、児童
労働の禁止、差別の禁止、適切な賃金労働時間の法令順守、従業員の団結権について指針を示し、お
取引先様に遵守をお願いしています。

国連グローバル・コンパクト

YOKOGAWAは、国連グローバル・コンパクトへの支持を表明しています。国連グローバル・コンパクト
に謳われている「人権」の方針を尊重し、国際的な人権規範を遵守していきます。
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社員と企業が共に成長するキャリア開発

「適材適所を実現するキャリア開発支援」

社員の適材適所を実現するための仕組みとして、さまざまな人財活用施策を提供しています。社員の
キャリア開発を支援する仕組みとして、上司に短期および中長期のキャリアプランを申告できる仕組み
や他部署のマネージャーに自分自身の職務経歴やスキル、自己アピールなどを公開できる制度などに
より、年齢などに関係なく社員が自律的にキャリアを構築できるように様々な支援を行っています。ま
た、会社の新たなビジネスやプロジェクトに必要な人財の発掘を行なう社内公募制度では、上司の承
認なく応募できるなど、積極的かつスピーディーな人財の配置・活用を行っています。

さらに、グローバル規模で活躍できる人財を育成することを目指して、日本と海外拠点の人財の相互交
流を行なう研修制度なども用意されています。

仕事と家庭の両立を支援し社員の意欲を向上

社員が仕事と家庭を両立し、働きながら自己実現を目指していけるよう、職場環境の整備に取り組んで
います。就労面では、小学校入学始期まで利用できる育児時間や1年間まで取得可能な介護休職など
の法定を上回る制度を設けたり、経済面では、子1人につき年1回10万円を支給する次世代育成支援
金制度を導入するなどの支援を行っています。

横河電機では、職業人生の節目ごとに、キャリア・ラ
イフデザイン、健康管理に関する研修を行い、今後
の人生設計を行なうための「気付き」を得る機会を
提供しています。(*)

リフレッシュ＆チャレンジの名が示すとおり、研修
終了後には休暇を取得し心身をリフレッシュすると
ともに、学んだ内容や気付きを今後に活かし、さら
なるチャレンジができるよう支援を行っています。
特に45歳時の研修では、15日間の特別休暇の取得
が認められており、自己啓発による資格取得やキャ
リア･ライフプランの見直しなど様々な目的に利用
され、社員の活性化に効果を上げています。

*1991年度より開始

「社員のワークライフバランスを支援するリフレッシュ＆チャレンジ制度」
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とくに、育児時間、フレックスタイム制度、子の看護休暇などの就労面の制度については男女を問わず
多くの社員が利用しており、これら復職後も働き続けることができる制度の充実や職場の理解と支え合
う風土は、育児休職取得者ほぼ全員の復職を実現し、社員の意欲向上にもつながっていると言えます。

また、2006年9月に本社敷地内に東京都認証保育所「ポピンズナーサリー武蔵野」を開設し、社員のみ
ならず地域の方々にも開放することで、地域社会への貢献にも取り組んでいます。

これらの活動が評価され、2007年には仕事と家庭の両立を支援する企業として東京都労働局長から
認定を受けました。

YOKOGAWAでは、育児休職や育児時間の制度が
整っている上、利用者も多く、復職後も活躍されて
いる方が身近にいらっしゃったので、仕事が充実し
ている時期でしたが、それほど抵抗感なく出産を経
験することが出来ました。子どもが1歳半になるま
で育児休職制度を利用させていただき、子どもと大
切な時間をたっぷりと過ごすことができました。ま
た、仕事に対しても、新鮮な気持ちで向き合える良
い機会でした。

結婚・出産・子育てと、ライフスタイルが変化する
中、仕事とのかかわり方を変えながらではあります
が、出産後もYOKOGAWAで仕事を継続できること
のありがたさを感じており、この制度に感謝してい
ます。

＜制度利用者の声：　育児休職・育児時間＞
人財本部 佐々木史子

< くるみんマーク＞



社員支援プログラム(EAP)
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健康で充実した会社生活を送るためにＥＡＰを推進

社員がストレスによって本来の能力を充分に発揮できない状態を回避し、最大限のパフォーマンス向
上を目的とした社員支援プログラム（Employee Assistance Program：EAP）を導入しています。
ＹＯＫＯＧＡＷＡのＥＡＰでは、予防・早期発見、早期ケア・治療、復職支援など、社員が健康で充実
した会社生活を送れるようにメンタルヘルス面のサポートをしています。
メンタルヘルス対策として、セミナーや関連情報の提供による理解の促進、日頃からの周囲の人への
気配りや十分なコミュニケーションなどを通した快適な職場作りを目指して活動を展開しています。ま
た、ストレス調査を実施し、職場の状況を踏まえたストレス軽減のための予防方法のレクチャー、職場
改善の支援を行い、積極的に予防・早期発見に努めています。
また、メンタルヘルス不調者、休職者、復職者のケアおよびよりスムーズな職場復帰と再発防止に向け
て段階に応じた適切な支援ができるよう、体制を整備し取り組んでいます。
さらに、社内・社外の相談体制を確立し、メンタルヘルスのみならず、キャリアに関することなど、あらゆ
る相談に応じています。



障害者雇用
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障害のある社員の積極的な採用と活用

YOKOGAWAの障害者雇用は、1992年に「ノーマライゼーションプロジェクト」を発足させて以来、一貫
して積極的な活動を継続しており、横河電機での法定雇用率をクリアし続けるとともに、グループ会社
全体での雇用促進に努め、障害のある方の活躍の機会を提供しています。
1999年には知的・発達に障害のある方の雇用を目的に横河ファウンドリー(株)を設立し、同年、特例子
会社の認定を受けました。社員のスキルアップのためのトレーニングを充実させ、社員はさまざまな
仕事にチャレンジし、活躍の場を広げています。また、社外活動においても、アビリンピックで入賞を果
たすなど大きな実績を上げています。
YOKOGAWAは今後も継続して障害のある社員に活躍の機会を提供していきます。

障害者雇用率グラフ

アビリンピック入賞者の声

2007年世界大会　銀賞受賞
自分のパソコンデータ入力の技術を他の人と比べる
ため、競技会に参加しました。頑張っているところを
皆さんに見てもらえて良かったです。本番直前まで
一生懸命に練習した事が好成績につながりました。
これからは、パソコンデータ入力だけでなく、他の仕
事にもチャレンジして行きたいです。

横河ファウンドリー（株）　橋本良弘
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2008年全国大会　銀メダル獲得
最低でも銅メダル獲得を目標に挑戦し、よい結果が
出せました。職場の仲間と自分の名誉のため、練習
を頑張った甲斐があって、銀メダルを取ることができ
ました。技術はまだまだ完璧ではありませんが、これ
からも精進と努力を続けて行きたいと思います。

アビリンピック挑戦者
毎年多くの社員が積極的にアビリンピックに挑戦しています。

横河ファウンドリー（株）　久保 剛



労働安全衛生
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YOKOGAWAグループは、2006年に「YOKOGAWAグループ安全衛生方針」を制定、労働安全衛生マネジメ

ントシステム（OSHMS*1）の運用を開始しました。2007年からはYOKOGAWAグループ各社でもOSHMS活

動を導入し、安全衛生に関わる活動水準の継続的な向上とリスクの低減を推進しています。

*1.Occupational Safety and Health Management System

　　 YOKOGAWAグループ安全衛生方針 [PDF 71KB]

労働安全衛生マネジメントシステム（OSHMS）の運用

YOKOGAWAグループは、「安全衛生は経営の基盤であ
る」という認識に基づき、グループで働くすべての人々の
安全確保と、健康の保持・増進のためにOSHMSを運用し
ています。
定期的に、リスクアセスメントの実施による潜在的なリス
クの除去・低減活動、グループ会社を対象とした内部監査
による活動の評価・見直しを行うことで、安全衛生水準の
段階的な向上を図っています。さらに、ヒヤリハット/ニア
ミスの分析と対策、安全衛生パトロールなど、従来からの
活動を融合させ、仕組みの有効性を高めています。

現在、国内外グループ64社が共通の安全衛生目標を掲
げ、業務委託作業員などを含む全従業員を対象に、
OSHMS活動を展開しています。このうち16社が国際的な
認証規格であるOHSAS18001*2を取得しています。

*2.Occupational Health and Safety Assessment Series：
労働安全衛生マネジメントシステムの認証規格。
　　

　　2010年度YOKOGAWAグループ安全衛生目標 

        [PDF 74KB]

横河電機（蘇州）有限公司
（中国）での監査の様子

安全衛生教育

「YOKOGAWAグループ安全衛生方針」の浸透を目指し、安全衛生にかかわる基本や日常生活のルー
ルをまとめた「安全衛生ガイドブック」を作成し、グループ各社で働くすべての人々に配布しています。
YOKOGAWAグループ全体の活動水準を維持・向上することを目的に、活動の責任者や事務局、新任者
などを対象とした教育、安全衛生委員会での学習会、およびお客様のプラントや工場などにおける作
業時の安全確保に関する研修も行っています。
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労働災害データ

YOKOGAWAグループでは、OSHMSを導入した2007年から四半期ごとに国内・海外子会社の労働災害
実績を集計し、活動内容の改善につなげています。2009年の労働災害件数は2008年より微増となりま
したが、休業日数は15%減少しました。

YOKOGAWAグループ労働災害（休業）度数率の推移

＊100万時間当たりの休業災害負傷者数　　　　
　休業災害負傷者数÷延べ実労働時間数×100万

安全衛生ガイドブック
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新型インフルエンザ対策

YOKOGAWAグループでは、世界的に発生が危惧されて
いる新型インフルエンザの対策を進めています。2008
年には、厚生労働省の「事業者・職場における対策ガイ
ドライン」を基に、グローバルな視点で、パンデミック
（世界的大流）に対応した対策ガイドを策定し、教育・啓
蒙活動の一環として国内のYOKOGAWAグループで働く
すべての人に「予防マニュアル」を配布しました。その後
も、対策ガイドに基づきマスク、消毒薬などの備蓄を
行っています。 新型インフルエンザに対応する備蓄品・

配布資料

こころとからだの健康のための取り組み

横河電機は、こころとからだの双方の健康維持・向上に
注力しています。社員に対して、スポーツや食事を通じ
た身体の健康、職場環境の改善による心の健康を促し
ています。

身体の健康維持・向上の活動では、階段ウォーキング運
動や、一定年齢の社員を対象に実施する研修時のス
ポーツプログラムなどを行っています。最近では、メタボ
リックシンドロームの予防・対策の必要性が高まってい
ます。35歳や45歳などの社員を対象に実施するリフレッ
シュ&チャレンジ研修、ハッピーライフ研修などにおい
て、社員がスポーツや、バランスのよい食事を通じた健
康維持の重要性を再確認するよう促しています。

近年、メンタルの不調者の増加が社会的な問題になってきています。横河電機では、社員のメンタルヘ
ルスを重要な健康問題として捉え、日常的にメンタルヘルスの向上活動を実施しています。各職場にお
けるコミュニケーションデーの実施、社員からの相談窓口である健康相談員の配置などを通じて、より
働きやすい職場づくりを図っています。加えて、社員支援プログラムの一環として職場のストレス状態
の調査や、ストレスの高い職場の管理職を対象とする研修などを実施し、社員の心身両面の健康状態
の維持、さらにはモチベーションの向上につなげています。

リフレッシュ&チャレンジ研修の様子
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献血活動

横河電機は1966年から、東京都赤十字血液センターに
協力して、積極的に献血活動を行っています。献血は、社
員に比較的参加しやすい社会貢献活動として捉えてお
り、2009年までに延べ約4万人が参加しています。

当社が長年にわたり献血活動に取り組んできたことに
対して、2003年に日本赤十字社から「銀色有功章」を受
賞しています。今後も献血活動を継続することで、社員
に対する社会貢献の機会を提供するとともに、輸血を必
要とする医療活動に貢献していきます。 診療センターでの献血の様子

自動車の運転については、交通ルールの順守を図るだ
けでなく、地域で開催されるセーフティドライバーコン
テストへの積極的な参加、相互啓発による安全意識の
高揚にも取り組んでいます。さらに講習会を通じて、地
球環境への負荷軽減につながる「エコドライブ」も導入
しています。

自転車安全利用講習会の様子

交通安全活動

横河電機は、交通安全の推進、事故防止のため、地元の自治体や警察署などの協力を得て、各種交通
安全講習会を開催しています。業務用自動車を運転する社員や通勤で自転車を利用する社員に対し
て、受講を義務付けています。



労働安全衛生トピックス
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ベトナムの安全衛生視察団が来訪

2009年8月、ベトナムの労働・傷病兵・社会問題省の副大臣をはじめとする一行が、中央労働災害防止
協会の依頼で、横河電機の安全衛生活動を視察されました。一行は、労働安全衛生に関わる法制度や
企業活動の調査を目的に日本を訪問、当社では安全衛生の体制や実際の活動について情報交換をさ
れました。

当日は、OSHMSの導入・実施状況や教育体系、長年にわ
たり取り組んできた作業環境の改善事例についての説
明後、診療センターにおいてMRI・CTの設置状況などの
見学、衛生管理について産業医との情報交換もしてい
ただきました。一行は、当社の安全衛生体制や活動全般
について幅広く見学する中で、教育・訓練のプログラム
や社員の啓蒙方法、これらのもとになる法令との関係な
どについて熱心に情報収集されていました。

視察終了後、「ベトナムでは、産業の振興にともない労働
災害も増加する傾向にあります。我が国の安全衛生関
連法令や資格認証制度、ＯＨ＆Ｓを企業に浸透させる方策を検討する一環で、日本の法制度や企業の
活動状況を調査しに来ました。実際に横河電機という一企業を訪問、情報交換しましたが、我が国と大
きな違いがあることを実感しました。今後の法制度の整備とそれに基づく運用方法の立案にあたり大
変参考になりました。」とのコメントをいただきました。

当社は今後も他団体と積極的に交流することで、安全衛生分野における相互啓発に取り組んでいきます。

ベトナムからの視察団と情報交換を実施

横河電機本社を地域の防災訓練に提供

2009年8月23日に行われた武蔵野市の総合防災訓練の会場として、当社はグラウンドと構内の一部を
提供しました。

訓練には、武蔵野市、消防、警察、自衛隊、ボランティア団体、地元企業、一般市民が参加し、横河電機の
社員も運営に協力。当日は、構内の各所で放水訓練、はしご車救助訓練、警察犬も登場した建物倒壊時
の救助訓練など大地震発生を想定した実践的な訓練が行われました。

グラウンドには震災対策の情報展示コーナや、煙体験、119番通報訓練など参加者が正しい知識を学
び、体験できる場も設けられました。また、看護大学生が高校生や災害ボランティアに傷病者用のメー
キャップをして迫真の演技も指導、医師会のトリアージ訓練を盛り上げていました。

今後も当社はこのようなイベントに積極的に協力し、地域の防災意識向上に貢献していきます。
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横河電機本社において解体直前の建物を消防訓練に提供

横河電機は2008年12月、地域防災力の向上に貢献するため、武蔵野消防署の実地訓練用に、本社構
内で解体する直前の建物を提供しました。窓ガラスや扉などの破壊、はしご車を用いた放水や高所か
らの救助など、通常では実施できない訓練が行われました。
参加した消防隊の方から「初めての場所で訓練をする効果は大きい」「何をしてもいい、という想定で
訓練できる場所がないので助かった」といった感謝の言葉をいただきました。
当社にとっても、消防署の実地訓練を通じて、指揮命令の大切さ、隊員間の伝達の仕方などを習得でき
る貴重な機会になりました。今後も、当社の防災力を向上するとともに、地域社会における防災力の向
上にも協力していきます。

煙体験 放水訓練

はしご車での高所からの救助訓練
はしご車による放水訓練



ガバナンス・コンプライアンス
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YOKOGAWAは、グループ全体に渡ってコーポレート・ガバナンス体制を整えています。コンプライアンスを

何よりも優先するものと位置づけ、リスク管理や情報セキュリティの充実を図っています。また、環境、労働

安全、人財、調達など、CSRの主要な分野についても内部統制システムに組み込み、コンプライアンスやリ

スク管理の側面から管理を行なうと共に、ステークホルダーの期待に応える活動を推進しています。



内部統制システム
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YOKOGAWAでは、企業価値を高めるために人財、資産、予算といった経営資源を適切に配置し、それらを

機能的に動かす経営管理のことを「内部統制」と位置づけています。内部統制を実現する手段として内部統

制システムを構築し、「経営効率の向上」というプラス面、「不祥事の防止」というマイナス面の両面をコント

ロールしています。これにより、グループ全体の企業価値の向上を目指しています。

内部統制システムの構造

YOKOGAWAグループの内部統制システムは、下表のように10個の統制システムと4個のサブシステム
で構成されています。各統制システムは、事業活動を行っている全ての事業部を横断する形で展開さ
れています。

また、各内部統制システムは、下図のような階層構造から成り、1.現場部門でのPDCA実行、2.専門の視
点でのPDCAサイクルの統括、というように、それぞれ役割分担を明確にしています。

統制システム

企業倫理

意思決定

品質マネジメント

労務管理

環境・安全衛生マネジメント

情報セキュリティマネジメント

輸出管理

財務報告

危機管理

監査役監査の環境整備

サブシステム

財務報告

購買管理

インサイダー取引防止

情報開示

主な法令(抜粋)

法令全般、公益通報者保護法等

会社法等

製造物責任法、計量法等の製品に関する法令等

労働基準法、男女雇用機会均等法等

環境法令全般、労働安全衛生法等

不正競争防止法、個人情報保護法等

外為法等

金融商品取引法(金商法)

金商法、下請代金支払遅延等防止法等

金商法

会社法、金商法等

法令全般

会社法
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内部統制システムとCSR

企業の社会的責任を果たすCSRの取り組みには、ステークホルダーなどの社外との関わりを管理する
側面と、グループの内部を管理する側面があります。YOKOGAWAの内部統制システムは、企業倫理、品
質、労務管理、労働安全衛生などに関するグループ全体の活動を、主として内面から管理しています。こ
れは、下図のＢ，Ｃに相当する部分が内部統制システムに関連付けられており、内部統制システムの適
切な運用によってCSR活動が推進されていることを意味しています。



コンプライアンス
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YOKOGAWAは、「コンプライアンスを何よりも優先する」を合言葉に、グループ全体でコンプライアンス経

営を強力に推進しています。不正や不祥事を未然に防止するために、「不正をさせない仕組み」と「不正を

しない風土」の２本の柱の構築により、健全で風通しの良い企業を目指しています。

コンプライアンス推進体制の整備

「不正をさせない仕組み」と「不正をしない風土」の構築のために、職場に密着したコンプライアンス推
進体制をグローバルに整備しました。国内では職場の相談役である「コンプライアンス推進者」のポス
ターを各職場に掲示し、職場内での風土醸成に活かすとともに、コンプライアンス推進者を中心に職
場環境に合わせたコンプライアンス研修を開始しました。

啓蒙・啓発活動の実施

コンプライアンス研修・企業倫理週間などを実施しています。

相談・通報窓口の見直しと活用

コンプライアンスに関わる問題点を早期に発見し、未然に防止するための通報・相談窓口をグループ
内に設置。 国内は社内相談窓口（ビジネス・エシックス・ライン：BEL）と弁護士による社外相談窓口（コ
ンプライアンス・ホットライン：CHL）の2つの窓口を設置し、活用しています。また、海外においてもレ
ポーティングシステムを作り、モニタリングにより情報共有を行っています。

グローバル意識サーベイの実施

YOKOGAWAグループ全社員を対象に、毎年コンプライアンスに関する意識サーベイを実施しています。
アンケート内容を職場・職位別に分析し、その結果をもとに次年度以降の取り組みに活かしています。
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コンプライアンス研修の実施

YOKOGAWAは、「社員一人ひとりが揺るぎない信念を兼ね備えるための倫理への価値観の浸透を拡大
する」ことを目的としたコンプライアンス研修や教育を実施しています。2009年度も、グループ全体にコ
ンプライアンス意識の浸透と定着を目的とした、次の研修を行いました。

・ 国内グループの管理職を対象とした「企業倫理研修」
・ YOKOGAWAグループの一般社員を対象とした「企業倫理研修」
・ 海外赴任者を対象とした「赴任者教育」
・ YOKOGAWAグループ新入社員を対象とした「企業倫理教育」

英文版・中国版コンプライアンスガイドラインの活用

2007年に発行したYOKOGAWAグループの「コンプライアンスガイドライン」日本語版に順じて、2008年
に英文版・中国版を発行しました。2010年度は、これらのガイドラインを用いて海外のコンプライアンス
担当者による研修の強化を進めていきます。

コンプライアンス・ニュースの発行

その時節に合わせた内容による「コンプライアンス・
ニュース」を２ヶ月に１回発行して、間違った行動をし
ないように具体的な取組みを促しています。
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不正行為事例集改訂版の発行

2009年度は、2008年に発行した「不正行為事例集」に、最近の社内外の教訓的事例を追加・補足し、改
訂版を発行しました。この事例集は、各職場において社員研修や勉強会の教材として利用されていま
す。また、コンプライアンス推進者のために職場での相談などに使う「活動の手引き」も追加し活用さ
れています。

企業倫理週間の実施

2009年度も、国内グループの全社員を対象に「コンプライアンス・マインドの更なる浸透・定着」を図る
ことを目的とする「企業倫理週間」を実施しました。取組み内容は次のとおりです。

・ 社長の海堀から、「コンプライアンスを何よりも優先する」ことなどについてのメッセージの配信
・ 全社員を対象に、コンプライアンスについて理解を深めるための「ｅラーニング」による学習実施
・ 職場での啓蒙活動に活用してもらうことを目的に「コンプライアンス川柳」を募集（応募総数約５００  
   点の中から30点を優秀表彰・イントラネットで紹介しました。その他の応募作品についても随時イン
   トラネットで紹介し活用しています。）
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リスク調査の実施

YOKOGAWAグループでは、経済産業省発行「先進企業から学ぶ事業リスクマネジメント実践テキスト」
を基に、本社の本部と事業部および国内・海外の関係会社すべてを対象に、リスク調査シートを使い、自
己申告によるリスク抽出とリスク管理の状況を調査しています。

「リスク」はYOKOGAWAグループの経営に影響を及ぼす恐れのある事象とし、さらに過去に発生した、ま
たは世間で発生している事象を「顕在リスク」、予見的リスクで未だ顕在化していない事象を「潜在リス
ク」と定義しました。

リスクの分類

この調査から抽出されたリスクを、「全社リスク」と「事業リスク」の二つに大分類しました。「全社リスク」
はYOKOGAWAグループ内部統制システムに係るリスクで、10の展開システム（例えば、品質、環境、安
全・衛生、情報セキュリティなど）により専門的な視点から対応するリスクです。「事業リスク」は当社グ
ループの意思決定に係るリスクで、それを1.外部環境に係るリスク、2.事業計画達成に係るリスク、3.他社
との提携等に係るリスク、4.人財（獲得、確保、育成、活用など）に係るリスクに分類しました。

リスク管理はリスクに対して回避、移転、低減または保有の対策を行なうPDCAサイクルの管理とし、抽
出されたリスクの管理状況の分析にはリスクマップを使用しました。

リスク管理
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リスク抽出とリスク管理の調査結果の報告

リスク抽出とリスク管理の調査結果の詳細は、経営会議と取締役会に報告しました。なお、リスク管理が
脆弱なリスクについては、リスク管理の強化を行い、継続的改善を図っています。リスク対応の強化事例
としては「「新型インフルエンザのパンデミック対策」「情報セキュリティの強化」「大規模地震に備えての
事業継続管理」などがあげられます。

YOKOGAWAグループは、経営に深刻な影響を及ぼす恐れがあり、また社員の生命が危ぶまれる重大災
害、事故、事件などが発生した場合に、被害を最小限にとどめるためには迅速な初動対応と経営トップ
への報告が重要と考えています。
そのために「YOKOGAWAグループ重大災害・事故・事件の報告に関するガイド」を定め、グループ全社
員に周知徹底しています。これには「報告すべきこと」「報告ルート」「報告手段」など詳細が定められてい
ます。また毎年このガイドを見直し、情報のエスカレーションの強化を図っています。

情報のエスカレーション

リスクマップは、横軸を発生確率ではなく、脆弱性で示す。
確率というものは誤りを内在しており、発生確率が低くても影響の大きな事象が発生し、会社が潰れてし
まうこともある。リスクマップの趣旨は、組織がどれだけリスク管理を考慮した上で、なおそのリスクに対
して脆弱性を持っているかという度合いを持って測ることにある。

【出典】　「内部監査に関する世界の動向と課題」の特別講演（月間監査研究　2007/11号）
内部監査人協会（IIA）国際本部　上級副会長 Patricia K. Miller

YOKOGAWAグループのリスクマップは、縦軸を「リスクの影響度」とし危機事象、準危機事象、軽微な事
象の3段階に設定しました。なお危機事象の定義は当グループの規程に基づき決定されています。横軸
は内部監査人協会国際本部が推奨するPDCA（Plan, Do, Check, Act）視点による「リスク管理の脆弱性の
度合い」で4段階に設定しました。なお一般的に使用されているリスク発生頻度についても、抽出された
個別のリスクごとに分析しています。

新リスクアセスメントアプローチ
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【人】 情報セキュリティ教育の実施

情報を守るためには、手にした情報をどのように取り扱うか、社員一人ひとりの意識が重要です。
YOKOGAWAで共通の認識を持ち、知識をアップデートしていくため、eラーニングを活用した全社教育
を毎年実施。「教育は最初が肝心」との想いから、新入社員やキャリア採用者への入社時教育、異動者
への部内ルールの導入教育など、実施内容と実績を情報セキュリティ監査で確認しています。

情報が置かれている環境では、防犯、防災とあらゆるセキュリ
ティに目を向ける必要があります。既存の施設に絶えず目を配
りながら、「時がたてば風化するのも常」と捉え、いま必要とさ
れる新しい設備の導入に努めています。

高度なセキュリティを必要とする研究開発施設等では、虹彩認
証による入退室管理や社員証によるロック機能付キャビネッ
トの導入など、積極的に新しい仕組みを採用し、さまざまな対
策を実施しています。

【物】 環境をたゆまず改良し続ける

お客様と一体となってソリューションを提供するYOKOGAWA。

ステークホルダーの皆様から信頼をいただいてお預かりする大切な情報を守るため、人・物・ITの観点から

情報セキュリティ対策に取り組んでいます。

情報セキュリティ教育テキストより抜粋
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【IT】 見えないところで守っていく

情報セキュリティ対策を行っていく上で、何よりも大切なのは「人」です。「うっかり漏洩」「知らないから
誤用」といった人間の過ちを、ITの仕組みで守っていきます。

組織

これら情報セキュリティ施策の方針や施策を審議および決定する組織として、情報安全管理委員会が
あります。運用がルール通りに行なわれているか、巡検による実地確認などで、改善をはかっています。

また、各ラインの情報セキュリティを推進する組織としてYOKOGAWAの各事業部・本部・関係会社に情
報セキュリティ組織を設置。円滑な情報セキュリティ推進活動の鍵となってPDCAサイクルをまわして
います。

1.

2.

3.

PCの情報漏洩対策
ウィルス対策はもとより、生体認証やデータの暗号化などを施し、より安全な環境を設定しています。

迷惑メール対策
迷惑メールは単に迷惑なだけでなく、情報漏洩やウィルス感染につながる悪質なものが含まれて
いる可能性があるため、迷惑メール除去システムを強化しています。

ネットワーク接続機器管理
社内での不正アクセスによる情報漏洩防止を目的として、未登録のPCおよび関連機器をネットワ
ークから完全遮断しています。



国連グローバル・コンパクト
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YOKOGAWAは、国際連合が提唱する人権・労働・環境・腐敗防止に関する10原則（国連グローバル・コ
ンパクト）を支持することを決め、2009年1月5日付で参加企業として登録されました。

国連グローバル・コンパクトは、1999年に当時の国連事務総長のコフィー・アナン氏が世界経済フォーラ
ムで提唱し、2000年に発足。参加する企業に対し、人権、労働、環境、腐敗防止に関する国際的な規範を
支持し、実践するよう求めるものです。
当社の事業活動は、いまや世界各地の経済、社会、環境に影響を与えるものとなっています。

当社はグローバル企業としての自覚を持ち、国際規範に則って、世界で深刻化する環境や人権などの課
題に積極的に取り組んでいきます。

国連グローバル・コンパクトの10原則とそれに関連する当社の主な取り組みは次のとおりです。

人権

企業は、
原則 1： 
国際的に宣言されている人権の保護を支持、尊重し、 
原則 2： 
自らが人権侵害に加担しないよう確保すべきである。 

労働基準

企業は、
原則 3： 
組合結成の自由と団体交渉の権利の実効的な承認を支持し、 
原則 4： 
あらゆる形態の強制労働の撤廃を支持し、 
原則 5： 
児童労働の実効的な廃止を支持し、 
原則 6： 
雇用と職業における差別の撤廃を支持すべきである。 

当社の取り組み

⇒国際連合の“グローバル・コンパクト”に参加（2009年1月7日発表プレスリリース） 

⇒人権に関する方針 

⇒サプライチェーンCSRへの取組み  

⇒社会的課題への取り組み  
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当社の取り組み

環境

企業は、
原則 7： 
環境上の課題に対する予防原則的アプローチを支持し、 
原則 8： 
環境に関するより大きな責任を率先して引き受け、 
原則 9： 
環境に優しい技術の開発と普及を奨励すべきである。

腐敗防止

企業は、
原則10： 
強要と賄賂を含むあらゆる形態の腐敗を防止するために取り組む。 

⇒ダイバーシティの観点で人財の活用を推進  

⇒障害者雇用   

⇒労働安全衛生   

当社の取り組み

⇒環境経営  

⇒省エネルギー対策ソリューション    

⇒環境機器・分析計    

当社の取り組み

⇒コンプライアンス  
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千葉大学園芸学部、同大学院修了。ローランドベルガーなどを経て、
1996年に（株）創コンサルティングを設立。
現在は日本企業のグローバル経営に視点を置き、サステナビリティ・
CSR分野での企業活動の実務をサポートしている。
東京大学大学院非常勤講師ほか政府の委員会の委員なども務める。
著書に、「企業の社会的責任［CSR］の基本がよくわかる本」（中経出
版社）などがある。

CSRの基本理解：　戦略的CSRへの発展へ

CSRといえば、コンプライアンスや企業倫理の徹底あるいは地域ボランティアなどの社会貢献活動とと
らえることが多くみられます。つまり「一人一人が誠実な行動の原点に立ち返ることであり、社会に善意
の行為で報いること」と考えがちです。
しかし世界で語られているCSRは、「自社に関連する社会課題について、事業活動の中にどう織り込んで
解決につなげるか」という点が強調されています。先ごろ発行になったCSRの国際規格ISO26000ではそ
の点が明確に定義されており、CSRはサステナビリティ（社会の持続可能な発展）に強く結び付くべきも
のとしています。
これにはCSRをリスク対策や良い会社としての活動だけで終わらせるのではなく、経営にとって機会を
生み出すプラス要因として、競争力の強化につなげる戦略的CSRへと発展していくことが重要です。

本評価にあたっては、横河電機の主要工場のひとつである甲府工場の査察とCSR担当へのヒアリングを
行い、当レポートを査読して意見を表明しています。

株式会社創コンサルティング
代表取締役　海野みづえ氏
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横河電機のCSR活動への意見

現在の横河電機のCSR活動はリスク対応としての側面が中心となっています。また、現状の製品やソリ
ューションは個別に環境・社会への負荷の削減に貢献しているものですが、サステナビリティつまり環
境・社会要因を全体の事業戦略に組み込んで機会と考える視点が少ないことが残念なところです。
同社の主力事業である計測・制御機器は、顧客の利用サイドでの環境負荷削減やプラントの効率的な
操業に大きく貢献する製品群です。顧客と一体となって世界のサステナビリティに寄与する事業を軸
にされており、それこそ戦略的CSRといえるでしょう。世界が地球規模で長期的な発展を目指している
今日、横河電機が環境問題の解決につながる事業を行っていることは強みです。これは最早CSRを超え
ており、横河電機の事業戦略がサステナビリティ経営として統合しているといえます。
これまでの横河電機の特徴は優れた技術にあったと伺いますが、これからはそうした技術や製品がど
のように社会のニーズに適合し、社会全体のベネフィットをもたらすかが問われます。「顧客のニーズ
に応える」だけでなく、「社会全体のニーズにどう対応し課題の解決につなげていくか」という視点で事
業をとらえ直していかれればと考えます。
その際重要なことは、サステナビリティを目指した適用分野に重点を移していくことです。これまでは
製油所など石油関連が中心でしたが、サステナビリティ時代では脱石油のクリーンエネルギー開発、
水処理設備の開発が強まっています。そして個別機器や施設での省エネルギーから、地域一体をスマ
ート化する都市広域レベルでの全体効率化があがっています。これらの課題に横河電機としてどう関
わるかといった、サステナビリティ戦略が期待されるところです。

CSRの戦略性への発展
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このようにCSRをサステナビリティ面での全体戦略に組み込んで考えると、現在の活動は基本部分+ガ
バナンスにあたるといえます。労務管理や環境・安全衛生管理など、既に内部統制システムのなかで
CSRの取り組みがされているものもありますが、「管理」としての側面が強いようです。基本的CSRでも「
やるべき活動」として枠に押し込むのではなく、日常業務のなかで環境・社会的な意識が自発的に生ま
れるようなマネジメントを目指していただきたいと考えます。
特にこれから重要になるのは、海外操業でのCSR活動です。ISO26000でも、人権や労働慣行といった
新興国・途上国を念頭においた主題が多く盛り込まれています。グローバル化した経済下での多国籍
企業への責任がますます問われているのです。下記の課題に体系的に取り組むことがこれから必要に
なってくるでしょう。

・労働慣行
職場の安全衛生や雇用労働環境、人権の課題が重要になっています。
横河電機の場合、様々な人種・国籍の人材が混在する海外グループ会社や顧客プラントのサイトまで
がこれらの課題の対象となっており、難易度が高いといえます。
また、労務条件の整備にとどまらず、人材育成や能力開発までを含んだ労働慣行の課題として考慮す
る必要があります。

・サプライチェーン
CSRの要請は、社内だけでなく、サプライヤーやビジネスパートナーにまで及んでいます。横河電機の
工場に顧客企業からCSR査察が訪れているように、サプライヤーの活動まで対象になっています。「サ
プライチェーンCSRガイドライン」の提示とともに、その実践具合まで把握しておくことが求められてき
ます。

・社会貢献
国内の社会貢献には積極的な横河電機でも、海外でもその地域で求められる活動ができているか、こ
れからはそこまで視野に入れることが必要です。昨今は与えるだけの活動でなく、地域や従業員の能力
を引き上げるといった自立を支援する姿勢が求められています。企業にとっても、コストではなく社会
への投資ともいえる取り組みです。
どの会社にもお馴染みの取り組みだけでなく、横河電機の事業ラインや操業の特徴にあわせた戦略
的社会貢献活動をうまく展開していくよう期待します。

CSRの基本部分



グループ各社のCSR活動
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YOKOGAWAグループの各社は、それぞれの地域や事業の特性に合わせたCSR活動を展開しています。
各社の2009年度のトピックスを紹介します。

2008年度のトピックス

国内のグループ各社のトピックス

海外のグループ各社のトピックス



横河フィールドエンジニアリングサービス株式会社
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横河フィールドエンジニアリングサービス株式会社は、YOKOGAWAグループのエンジニアリングと据
付・保守サービスを担っており、「品質第一」をポリシーにお客様に安全と安心を提供しています。同社の
コンプライアンスや業務品質向上のための取組みを紹介します。

同社では、財務報告や意思決定など経営の適正性を確保するため、内部統制システムを導入していま
す。また、2008年から、内部統制を社内に浸透させるための「内部監査」に関する教育を継続して実施し
ています。

また、経営トップからは、さまざまな機会に継続してコンプライアンスに関するメッセージを発信してい
ます。「内部監査」は、単にルールに合っているかどうかをチェックするだけでなく、不正を未然に防いだ
り業務の進め方に無理や無駄が無いかどうかを確認するなどの重要な機能を持っています。同社は、今
後もこの取組みを継続していきます。

2009年度は、「内部監査初級コース」を１回、「内部監査中
級（監査基準）コース」、「同（監査実務）コース」をそれぞれ
３回実施しています。内部監査中級コースは、基本的な日
常業務として営業業務の監査を中心とした内容です。お客
様への見積もり提出、契約、売上げなどのプロセスが、同
社の規定に沿って行われているかどうかをチェックし、さら
に、下請け法や労働者派遣法といった法律を順守した業
務処理がなされているかを判断するための知識を学びま
す。また、これら業務処理上のルールを理解したことを前
提に、次のステップとして、実際の帳票類を題材とした実
習も行います。
コース終了後は終了確認テストを実施し、合格者には、内
部監査の社内資格を授与しています。2009年度は、内部監
査初級の合格者は4名、内部監査中級の合格者は12名で
した。

内部監査の社内資格制度でコンプライアンスを向上

内部監査教育の様子



横河電子機器株式会社
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横河電子機器は、YOKOGAWAグループの一員として環境計測、情報伝送、厨房、航空宇宙などの分野で
製品とサービスを提供しています。同社のCSRの取り組みの一端をご紹介します。

入間事業所では、2003年から近隣の障害者支援センターと協働で、廃棄ダンボールの削減と有効利用
に取り組んでいます。2009年度において同事業所で廃棄したダンボールは約３トンでした。廃棄したダ
ンボールは、入間市の障害者支援センター「あすなろ」が回収しています。資源の売却金と、入間市から
の回収補助金は「あすなろ」の収入となり、施設の運用や利用者の給与として活用されています。

また、ステンレスなど金属の切粉を有効に再利用するために、切粉の厳密な分別を実施しています。具
体的には、ＳＵＳ３００シリーズ（ＳＵＳ３０３，３０４）、ＳＵＳ４００シリーズ（ＳＵＳ４０３，４１
０）とアルミ、鉄、黄銅に分別しています。このようにきめ細かな分別作業によって、切粉の有価物として
の価値が向上し、より再利用しやすい資源になります。同事業所では分別作業を担当部署に周知徹底
し、また廃棄場所の表示を見やすく改善するなどの努力を重ねています。

資源の分別・再利用促進による環境配慮

自動車通勤による運動不足や、排気ガスによる環境汚染、CO2排出などへの対策として、公共手段や自
転車などの通勤手段を推奨する動きが世界各地で広まっています。横河電子機器秦野事業所がある神
奈川県秦野市でも、2005年から「はだの交通スリム化プロジェクト」の一環として、「ノーマイカーウィー
ク秦野」を実施しています。この期間中、各企業は、２日以上の実施日を設定し、公共手段の利用や時差
出勤を社員に呼びかけることが推奨されます。秦野事業所ではこの取組みに賛同し、2009年9月と12月
にノーマイカーデーを実施し、のべ181名の社員が参加しました。参加した社員からは、「運動不足の解
消になる」「歩いて通勤して、体調がよくなった」「今後も自発的にノーマイカー通勤をしたい」などのコメ
ントが寄せられました。

ノーマイカーデーで、社員の健康増進とCO2削減

廃棄ダンボール置き場 ステンレス切粉の分別



横河商事株式会社
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横河商事は、横河電機の総合代理店として、計測・制御・情報の分野を中心としたソリューションを提供し
ています。加えて、損害保険、および生命保険の代理店としての実績も長く、豊富な経験を有しています。

写真は、ゴーヤのグリーンカーテン。約１０名の社員がボランティアで水撒きや実の収穫をしています。

横河商事では、全拠点にまたがる環境管理委員会を組織し、各種の環境保全活動に取り組んでいます。
2007年に「チームマイナス６％」に法人登録を行なったのに続き、2010年からは、温室効果ガス削減の
ための国民運動「チャレンジ２５」に参画しています。主な環境保全活動の内容は、次のとおりです。

・電力使用量・燃費は前年度比2%削減を目標に、統計データを社内のイントラネットに掲示し、
   省エネを意識付け。 
・クールビズ・ウォームビズを推進し、室温を推奨温度に設定。 
・昼休みや定時後に不要な照明を消灯し、離席時はパソコンのモニターをオフ。 
・社用車の運転時にエコドライブを実践。 
・本社中庭にゴーヤのグリーンカーテンを設置。 
・ペットボトルのキャップを集めて発展途上国の子供達へワクチンを贈る「ｅｃｏキャップ活動」を推進。 

温暖化防止を目指した活動
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横河商事基金によるベトナムAIDS教育支援

同社は2008年、創立70周年記念行事として、認定
NPO法人ピープルズ・ホープ・ジャパン内に、1,000
万円を原資とする「横河商事基金」を設立しました
。この基金の最初の用途は、ベトナムにおける「
AIDS予防教育センター」のプロジェクトです。この
プロジェクトは、ベトナム保健省の協力のもとで、ホ
ーチミン市立医科薬科大学内の一室に本センター
を設立し、高校生・大学生などの若者とその家族を
対象に、AIDS予防教育を展開するというものです。
実際の活動は、この分野で実績を持つピープルズ・
ホープ・ジャパンが行います。2008年度は、教育テ
キストの制作や活動リーダーの育成を行いました。
2009年度からは、本格的な予防教育を実施してい
ます。

教育会場の様子



株式会社ワイ・ディ・シー
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お客様満足度を客観的な指標で把握し、サービス品質を向上させるための取り組みとして、2005年度か
ら年に１回のお客様満足度調査を実施しています。調査の対象は、システム開発、エンジニアリング構
築、システム保守、主要製品としており、社員がお客様を訪問する面接方式と、封書を用いたアンケート
方式でお客様の声を収集しています。2009年度は122件のアンケートを回収し、評価・分析を行いまし
た。お客様からは、「製品や支援内容の充実」「サービス内容や正確さの向上」などに関して指摘や期待
の声をいただきました。これらの結果を元に、同社ではお客様への対応力を強化し、より付加価値の高
いサービスの提供を目指しています。

株式会社ワイ・ディ・シー（YDC）は、企業メッセージとして「人と人、企業と企業を“つなぐ”信頼のサービ
ス」を掲げ、商取引や製造現場における経営課題を解決するソリューションを提供しています。社員のモ
チベーションを高め、お客様の満足度を高めるための様々な活動の中から、2009年度の主な取り組み
を紹介します。

お客様満足度の向上

同社では、製造業が抱えている品質関連の課題を共有し、企業や業種の枠を超えた会員の情報交流の
場を提供することを目的として、2008年1月に「SONAR研究会」を設立しました。会員は、半導体、液晶、自
動車、電気電子、鉄鋼、情報サービス、化学など、幅広い業種にまたがります。SONAR研究会では、同研究
会の幹事が主催する年2回のユーザ会を開催しており、また、製造現場のノウハウを共有・伝承するた
め、専門家による講演の機会も設けています。

2009年度は、7月に東京・代々木TKPビジネスセンターにおいて、また2010年2月に品川プリンスホテル
においてユーザ会が開催され、日本各地から品質管理に関わる方々が集まり情報交換を行いました。会
員の各企業からの最先端の事例発表や、専門化によるプロセス管理手法の紹介などが行われ、参加者
からは「最先端のデータ解析事例が参考になった」「トレーサビリティの重要性や環境の構築という内容
において、興味深い内容を聞くことができた」などの声が寄せられました。

お客様とのコミュニケーション（SONAR研究会）



151

社員の健康増進とメンタルヘルスケア

YDCでは、情報技術に従事するプロジェクトマネージャやエンジニアの社員が多く、健康の維持やメン
タルヘルスケアが課題となっています。そのため、2009年度に、新たな取り組みとして社員全員を対象
とした「スポーツデー」を開始しました。毎週水曜日に、ジムや水泳、ゴルフ練習など、スポーツを行った
社員に対し、１回につき1,000円を上限に実費を支給しています。2009年度は、のべ324名の社員がこ
の制度を利用しました。
また、定期的に全社員に対してメンタルヘルスに関するアンケートを実施し、看護士・産業医と連携し
て問題の早期発見、健康の維持・増進に役立てています。

 スポーツデーを利用した社員のコメント
「スポーツデーを利用して、トライアスロンの練習をしています。健康のためにも良いので、これからも
続けていきたいと思います。」

「日々のデスクワークから離れて身体を動かすことは、とても有意義に感じます。」
「運動は好きですが、ジムの費用が高く会社帰りに行く気になりませんでした。スポーツデーがあるこ
とで、スポーツに取り組む気持ちを後押ししてもらっています。」

2009 年度　SONAR 研究会主催ユーザ会の様子
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YDC 関西支社の利用者



ヨコガワ・ヨーロッパ
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オランダのユトレヒト州アメルスフォールトに本社を構えるヨコガワ・ヨーロッパは、YOKOGAWAグループ

の欧州とアフリカの全ての拠点を統括しています。今日、ユトレヒト州では40以上の日本企業が存在します

が、YOKOGAWAはこの地域で事業をはじめた最初の日本企業であり、地域社会と深い関わりを保ち続けて

います。

アメルスフォールト市の芸術活動を支援

YOKOGAWAは、アメルスフォールト市で長年事業を行な
う傍ら、政府と共同で市民の芸術活動を支援してきまし
た。2009年度は芸術推進団体「アメルスフォールト・イン・
シー」に対し、「KaDEアートギャラリー」の設立を支援しま
した。KaDEは、アメルスフォールトのシンボルである川、
「イーム川の芸術」を意味するオランダ語の頭文字を集め
たものです。YOKOGAWAは、芸術支援を通じて市民の生
活がより豊かになることを願っています。

蘭日貿易連盟との交流

ヨコガワ・ヨーロッパの新しい本社ビルが2009年5月に完
成しました。省エネルギーなどの環境面に配慮された建
物は、フロア面積が25,000平方メートル、約500人の社員
が働いています。2009年11月、欄日貿易連盟から約40名
の方々がこの本社ビルを見学に訪れ、社員との交流を深
めました。YOKOGAWAの事業方針や企業文化を紹介す
ると共に、日本のものづくりの特長を知っていただく良い
機会になりました。

KaDEアートギャラリー

KaDEの開所式の様子



横河電機（蘇州）有限公司

154

横河電機（蘇州）有限公司(YCS)は、中国におけるYOKOGAWAグループの生産拠点として、主に流量計や記

録計を製造しています。同社は近年、地域貢献や社会貢献活動に力を入れています。

天平山の清掃活動

2009年10月、YCSは環境保全活動の一環として、観光地と
して有名な蘇州のシンボル「天平山」で、清掃活動を行い
ました。当日は170人の社員がこの無償奉仕活動に集まり
ました。秋晴れの下、木々の間から時折すばらしい景色が
見られる山道で、吸殻や紙くずなどを拾い集めました。2
時間半の活動で集められたゴミは8袋で、合計約20kgに
ものぼりました。

YCSが環境保全活動として公共の場所で清掃活動を行う
のは今回が初めてです。参加者からは、「これからも環境
保全活動に積極的に参加し、環境意識を高めていきた
い」といった感想が聞かれました。また、清掃活動のあと
には、参加者全員で親睦を深めるバーベキューを開催し
ました。YCSは今後も年1回の環境週間にあわせて、蘇州
のシンボル「天平山」の清掃活動に取り組みます。また、
2010年度からは、新たに植樹や孤児院での慈善活動も計
画しています。

天平山の清掃活動



韓国横河電機株式会社
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韓国横河電機株式会社は、韓国における当社グループの中核拠点として、産業オートメーション分野にお

ける製造、販売、エンジニアリング、保守サービスにおよぶ、トータルソリューションを提供しています。

小学校への就学援助

韓国では、景気の低迷などにより貧困層が拡大しており、
経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）の基準に基づいた貧困世
帯数は、2009年に300万世帯を超えたと言われます。経済
的な理由から就学が困難な子ども達も増えてきています。

韓国横河電機では、2009年12月と2010年3月の2回に渡
り、近隣の小学校に対して合計600万ウォンの寄付を行い
ました。この寄付金は、支援を必要としている生徒１２名
の昼食代として使われます。また、2010年度は、障害を持
つ子ども達を支援するためのイベントを２件、計画してい
ます。このように、ささやかではありますが地道な取組み
を積み重ねることで、同社は地域へ貢献していきます。

寄付金授与式の様子



台湾横河股份有限公司
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2009年度、台湾横河はお客様から3件の感謝状をいただきました。これらは、それぞれ新規システムの導

入、システムの更新、既存のシステムの保守サービスの案件であり、同社がお客様と約束したスケジュール

を守り、その結果としてお客様が満足されたことを示しています。

当社グループの製品は一般に寿命が長いものが多く、お客様の工場において数十年に渡って稼動し続け

るものも少なくありません。そこで当社グループでは、工場のライフサイクルを見据えたサービス体制を構

築し、世界中のお客様と長期に渡った信頼関係を構築しています。

顧客満足度向上への取組み

システムの更新

保守サービス

制御システム新規導入



157

石炭火力発電所の省エネルギー対策

台湾電力は台湾の国営電力会社で、2009年の年間総
発電量は144,100GWh、台湾国内に火力発電所、水力
発電所、原子力発電所など多数の発電所を有していま
す。台中火力発電所は世界でも最大級の火力発電所（
総発電容量:5,500MW）で、その第9、第10ユニットのボ
イラー、およびタービン（発電容量:2 x 550MW）の制御
に当社の制御システムCENTUM CS 3000が使用されて
います。2009年度には、ボイラー効率を更に上げるた
めにボイラーのスートブロワ（煤吹器） * の最適化プロ
ジェクトが始まり、当社の運転支援ソフトウェアパッケー
ジ Exapilotが採用されました。

今まではオペレータのシフト毎（8時間）に１回、定期的
にスートブロワを運転していましたが、今回のプロジェ
クトでは、Exapilotの機能でオペレータのノウハウをプ
ログラム化し、ボイラーの燃焼効率が最大になるように
スートブロワの運転を最適化します。ボイラーの燃焼効
率が更に高まることで発電効率が上がり、燃料の消費
が減るとともに、二酸化炭素の排出も減ることが期待さ
れています。またスートブロワの運転が最適化されるこ
とで、作業の効率化が期待できます。この最適化プロジ
ェクトは、2011年に完了する予定で作業が進められて
います。

*スートブロワ（煤吹器）：ボイラー等の伝熱面に付着し
た、すす（煤）、スラグなどを蒸気又は空気を噴射して除
去する装置。

台湾電力　台中火力発電所
第 9、第 10 ユニット



ヨコガワ・フィリピン

158 

ヨコガワ・フィリピン(YPI)本社は、美しく活気に溢れる現代都市、ケソン市に位置し、YOKOGAWAの制御シ

ステムや計測機器の販売、エンジニアリングから保守サービスまでを、総合的に提供しています。同社は企

業ビジョンの中で「社会に調和し、貢献する」ことをうたっており、このビジョンに基づいて、さまざまなCSR

活動に取り組んでいます。

フィリピン台風被災者への支援

2009年9月にフィリピンを襲った台風16号（Ondoy台風：Typhoon Ondoy）により、フィリピンの首都マ
ニラとその周辺地域の家屋、公共インフラなどに大きな被害を受けました。YPIは、直ちに社員や経営
陣から食料品、毛布、衣類など、67,796フィリピンペソに相当する援助物資を集め、地域の慈善団体

「ABS-CBN Sagip Kapamilya」、および学校の慈善組織「LaSalle Greenhills」を通じて被災者に届けました。

学生への就学援助

YPIでは、フィリピンの将来有望で就学が困難な学生に対し、NGOと連携して学費の援助をしています。
2009年度は、NGO「CFC Ancop Tekton」が推薦する成績優秀な4名の高校生に対し、就学に必要な経
費を賄うための、総額20,900フィリピンペソの奨学金を援助しました。

学生からのお礼の手紙

学生への就学援助
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マニラ首都圏は、ゴミの埋立て処分場の不足が大きな問題に
なっています。YPIでは、環境保全のためポリスチレン

（Styropor）の削減に取り組んでいます。ポリスチレンは、食品
のパッケージなどに広く使われ、生物分解されずにそのまま
埋立てられています。2009年2月から2010年3月にかけて、社
内において削減キャンペーンを展開し、社員の食事用のパッ
ケージを、紙や生物分解可能な素材に変更するなどして、およ
そ20立方メートルの廃棄物量削減を実現しました。

廃棄物の減量への取組み

ポリスチレン容器の削減

お客様満足度向上への取組み

YPIは、2009年度に社内の組織を横断する取組みとして、お客様へのアンケート調査を開始しました。
2009年度はカスタマーサービスセンターのサービス品質向上をテーマとして、58件のアンケートを回
収しました。アンケートの質問項目は、サービスの正確さ、迅速さ、お客様への対応などとなっていま
す。お客様からのフィードバックは関係者に迅速に伝えられ、サービスの向上に役立てられています。
2010年度には、プロジェクト・エンジニアリングを対象として、同様の調査を実施する予定です。
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